


53四銀経営情報 2020.３

経済日誌（高知県内）
2020年１月～２月中旬の高知新聞に掲載された記事を
当社がまとめたものです。

阿佐東線ＤＭＶ 世界初の営業運行へ
安芸郡東洋町と徳島県海陽町を結ぶ阿佐海岸鉄
道・阿佐東線(8.5㌔)に2020年度内に、線路と道
路を走る３台の「デュアル・モード・ビークル(Ｄ
ＭＶ)」がデビュー予定。昨年末に公表された
ルート案では週末などにバスとして室戸岬を回る
ことが示され、同線の総延長が約50㌔に“延伸”す
る格好である。
ＤＭＶはトヨタ製マイクロバスを改造。全長
８㍍で、レールを走る際にはフロントに付く“鼻”
の中など車体の前後から鉄車輪が出て、後ろのゴ
ムタイヤの動力でレール上を走る。定員は運転士
と立ち乗りを含め23人。

(１月14日付)
高知空港拡張 2022年夏運用
国際線対応 規模圧縮
高知龍馬空港に2022年夏頃、国際線専用の新
ターミナルを整備する基本構想が１月22日に決
まった。県が事業費28億５千万円を投じ、床面積
3,931㎡で整備する。昨秋時点の素案より規模と
コスト、利用目的を絞って運用し、利用状況に応
じて再拡張を検討する２段階の整備に方針転換し
た。県は2022年度に国際チャーター便の年間100
往復を目標に掲げている。

(１月22日付)
土佐あかうし 独自格付け
県とＪＡ ４月導入
県とＪＡ高知県は、本県畜産振興の柱とする土
佐あかうしについて、「あかうしらしさ」を評価
基準にした独自の格付け制度を４月から導入す
る。「霜降り」が重視される現行の牛肉格付け制
度では、サシ（脂）の入り具合などで肉質等級を
最上級の「Ａ５」から「Ａ１」に分類している。
一方、この制度では、サシの少ない赤身肉が特徴
の土佐あかうしは約６割が「Ａ３」か「Ａ２」と
なり、赤身肉の高い評価が価格に反映されづらく
なっている。あかうしの評価基準を確立すること
で、品質の安定とブランド化を進める。赤身肉独
自の格付けは全国初。

(１月28日付)

県内外国人労働者２割増
高知労働局は２月３日までに、昨年10月末時点
の県内の外国人労働者が前年と比べて21.2％増の
3,141人だったと発表した。そのうち技能実習生
が1,972人(前年同期比28.6％増)で６割超を占め
た。人手不足を背景に受け入れを希望する事業所
や農家が増えており、増加ペースがアップしてい
る。
国籍別では、ベトナムが最多の1,238人(49.2％
増)で、フィリピン533人(22.5％増)、中国400人
(2.9％減)が続いた。産業別では、農林漁業833人
(15.7％増)、製造業810人(11.0％増)と続き、前
年最多だった製造業を農林漁業が上回った。

(２月４日付)
高知短大で閉学式
卒業生ら240人 67年の歴史振り返る
高知短期大学の閉学式が２月９日、高知市の永
国寺キャンパスで約240人が出席して行われ、若
者から社会人、定年退職者を受け入れてきた夜の
学び舎が67年の歴史に幕を下ろした。
高知短大は県民の請願で1953年に開学。旧高知
女子大の校舎で夜に授業を行っていた。勤労学生
の減少や４年制を希望する人が増えたことを背景
に、2013年に廃止が決定。昨年９月に5,670人目
の最後の卒業生を送り出した。短大の一部機能は
県大文化学部「夜間主コース」に引き継いでいる。

(２月10日付)
１万1,816人 雨の県都疾走
高知県最大の市民マラソン大会「高知龍馬マラ
ソン2020」が２月16日、県庁前をスタートする
42.195㌔の日本陸連公認コースで行われた。８回
目を迎えて初めて雨天となったが、１万1,816人
のランナーが出走し、１万924人が完走した。男
子は山口純平（東京）が２時間22分14秒で初優勝。
女子は山田高出身の森本紗和（ヤマダ電機）が２
時間45分54秒で２連覇を飾った。

(２月17日付)
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第40回

株式会社永野
代表取締役社長 永野 鈴 氏

（取引店：四国銀行清水支店）

高知県土佐清水市に本社を置く株式会社永野は、昭和45（1970）年10月、現・代表取締役会長

である永野雅道氏が創業し、今年10月で創業50周年を迎える梱包資材メーカーかつ商社である。

地元で採れた鮮魚を運ぶ発泡スチロール製のトロ箱の卸販売からスタートし、現在の取扱アイテ

ムは、発泡スチロールボックスから、工業製品用緩衝材、食品包装資材、保冷ボックス、保冷剤

まで多岐に亘っている。販路も、四国島内のみならず、瀬戸内、山陰、関西、中部、関東へと広

がっており、水産・農業・食品・工業等幅広い分野の梱包・包装資材を、全国1,000社以上に提

供している。

創業者の雅道会長は、昨年10月、46歳の長男・鈴（れい）氏に社長を譲り、当社はさらなる成

長ステージを目指している。今回、永野鈴社長に創業からのあゆみや事業内容、今後の事業展開

などについてお話を伺った。



創業からの歩み

――創業はいつですか。

社長：永野家は、土佐清水市足摺岬で代々「永野
水産」という水産業を営んでいました。会長の兄
が経営者のとき、会長はトラックで松山の市場ま
で鮮魚を運ぶ運送業務をしていました。当時、往
復16時間かかる松山便を１か月に27回往復した話
を聞きます。よっぽど大変だったんでしょうね、
今でも時々武勇伝みたいに話をしています。
当時、鮮魚を運ぶトロ箱は木製でしたが、軽量

で保冷性、耐水性に優れた発泡スチロール製が市
場に出回り始めた頃です。会長の兄やお世話に
なっている鮮魚商人さんから「探して売ってみた
らどう」と助言をもらい、昭和45（1970）年、ま
だ21歳だった会長が、四国島内で取扱していると
ころを人に聞いて探し当て、発泡スチロール製品
の卸売販売を始めたのが創業です。今年（2020
年）10月に創業50周年を迎えます。
私が幼少期の頃、うちは土佐清水市市場町で小

売店舗をやっていました。２階が事務所で、１階
が小売りの店と倉庫。その３階の二部屋のところ
に親子４人で住んでいました。夜中に目が覚めて
３階の窓をあけると、夜中なのに市場があかあか
と明かりがついていて。
土佐清水は当時まだカツオの基地だったので、

初ガツオの時期になるとスチロールを積んだ４ｔ

ロングのトラックが最大25台、荷降ろし待ちで清
水の市場前にずらっと並んでいたそうです。それ
が２か月くらい毎日。カツオの時期は父親、母親
が寝ている姿を見た記憶がありません。夏になる
とマツイカの漁があって。小学校５年までそうい
う光景を季節ごとにずっと見てきて、水銀灯に照
らされてキラキラと光るイカや、カツオの青々と
したハラとかを、子供心に覚えています。
――発泡スチロールが普及し始めた頃ですか。

社長：発泡スチロールは昭和25（1950）年にドイ
ツで開発され、日本では昭和34（1959）年から国
産化されたと言われています。
昭和42（1967）年頃になると、カツオ、イワシ
などの鮮魚箱として穴あき発泡スチロール魚箱が
使用されるようになり、その後、蓋付魚箱の開発
により、鮮魚と海水、氷を入れ、そのまま消費地
へ運ぶという画期的な方法で利用され、需要が急
拡大しました。会長はちょうどその需要拡大期の
入口あたりで参入しており、時代に乗って取扱い
を増やしていきました。
――発泡スチロール一本でやってこられたので

すか

社長：会長は発泡スチロールに限らず、売れるも
のは何でも取扱いしてきました。
昭和40～50年代、宗田節を燻すためアルミ製の

「煮セイロ」（現在はステンレス製が主流）や、そ
れから、魚が上がった時に入れる「コンテナ」「ビ
ク」など、水産関係にまつわるものは何でも仕入
れて販売していました。
また、ちょうどスーパーマーケットや小売店が
増えてきた時代でもあったので。ＰＳＰ（ポリス
チレンペーパー）の白いトレー、宗田節などを荷
造りする段ボール、大型ホッチキス（ステープ
ル）、クラフトテープ、発泡スチロールケースに
貼るラベルとか、高度成長期だったので、ちょっ
としたものが大量に販売でき、そのとき永野が
ぐっと成長しました。第一次の成長期でした。
――卸売業で成長されたのですね。他県にはど

うやって進出されましたか。
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▲ 永野雅道 代表取締役会長
資料：株式会社永野ＨＰより



社長：現在、土佐清水市の本社以外に７拠点あり
ます。南国市、愛媛県東温市、大阪市、愛知県岡
崎市、三重県松坂市に営業所を、そして松山市と
宇和島市に物流センターを置き、お客様の近く
で、その地域のニーズに応じた商品をご提供する
体制を構築しています。
会長が事業をやっていくなかで、取引先様から

「この地域でこういう引き合いがあるけど、販売
店（加工場）がないから出さないか」という誘い
をいただき、販売店の利点や、加工場を併設する
メリットとかを教えてもらい、昭和56（1981）年、
愛媛県東温市に第１号の松山営業所を出しました。
２年後の昭和58（1983）年に大阪営業所を開設、

その後、昭和59（1984）年に愛知県に岡崎営業所
を、昭和61（1986）年に高知営業所を、平成14
（2002）年に三重営業所を順次設置し、取扱商品
と販路を拡大していきました。

――Ｍ＆Ａなどもありましたか。

社長：昨年３月に初めて、フィルムの加工メー
カーを完全子会社にするＭ＆Ａをしました。会社
名と代表名は変えずに当社から役員を送って、４
月から当社の新事業部として操業しています。
――土佐清水市から全国を相手に商売するのは

大変ではありませんか。

社長：大変です。でも利点もありました。一つは
賃金水準。昔は地域相場が安かった。営業所のあ
る高知や松山、岡崎より低い時給でも、土佐清水
では喜んできてくれたという時代がありました。
今は最低賃金が上がってきたので、そういうわけ
にはいきませんが。

もう一つは運賃。土佐清水にトラック輸送で入
る荷物はありましたが、出る荷物が少なかったの
で、それを利用すれば昔は発送運賃が安く済みま
した。
――本社の移転を考えたことはありませんか。

社長：高知市への移転を真剣に検討した時期があ
るそうです。でも当社の当時の規模では、高知市
内に行ってもその辺の会社。それなら、自分らが
生まれ育った町の産業の発展と雇用に貢献できれ
ば、という考えで、本社はあくまで土佐清水とい
う結論になりました。
――製造業にはいつ頃参入されましたか。

社長：平成16（2004）年からです。今年で16年目
です。
土佐清水への道がだんだんと良くなるに従い、

「永野に利益を与えるより、直接いけばいいじゃ
ないか」というメーカーさんが出てきて競争が激
しくなってきました。そうなってくると卸売では
かないません。
当時、会長は55歳か56歳。「地元に工場を建て
るのが事業を始めた時からの夢だった」と当時の
役員全員の反対を押し切り、20トン工場を建て、
成型機４台で生産を始めました。
当時、業界大手は200トン工場、中堅では70、
80トン工場が主流でした。土佐清水みたいなとこ
ろで20トン工場って大丈夫か？と業界内でも言わ
れましたが、割とニーズにマッチしていました。
現在、成型機は７台に増設し、生産力を上げてい
ます。
ちなみに昨年に限ると、四国島内の同業者でも
この工場の稼働率が一番多いクラスでした。当社
のお客様の出荷量とか取扱量が例年より多かった。
――現在の売上高や従業員数を教えてください。

社長：売上は昨年が約23億円。従業員数は、正社
員が45名、パートが71名で計116名です。
――土佐清水での雇用に貢献されていますね。

社長：最近は行政の雇用補助とか障害者雇用補助
金も結構充実しており、地元雇用には積極的に取
り組んでいます。
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資料：株式会社永野ＨＰより

高知営業所/高知工場



また給与水準についても、当地の相場がもとも
と低かった、というのはありますが、当社は創業
から50年間、毎年昇給をして、賃金水準も少しず
つ引き上げています。
――社長の経歴を教えてください。

社長：私は長男でもあり、平成５（1993）年に学
校を卒業後、すぐ家業に従事しました。一番最初
が大阪支店、それからいったん本社に戻り、次に
高知営業所に所長代理で行きました。そして、三
重営業所に所長で８年。なんだかんだ言っても親
の七光りでしたが、各赴任先で自分の責任で営業
や判断をする立場にしてもらったことがすごく勉
強になりました。いろんな方にもお会いして、経
営学や責任者としてどうすればよいか？などを学
ばせていただきました。その後、本社で５年間営
業本部長を経験し、昨年10月、創業者である父か
ら社長を引き継ぎ、父は会長に就任しました。
すべての教科書は会長と専務である母の頭の中

にあるので、２人に聞くのが一番早いのですが、
正直、聞いてもわからない部分が多い。お金を回
していく苦労や、どうやって会社を発展させてい
くかということは、自分でやってみないとわから
ない、というのが本音のところです。
――会長との役割分担はありますか。

社長：会長は「もう俺、口出さんからな」と引い
たはずなのに、すごく口を出します。会長がまだ
健在で朝礼にも顔を出してくれるなら、社員も緊
張感持ってくれるし、それはそれでいいかなって
思っています。
本社は会長、専務たちに守ってもらい、その間、
自分は外に出て動けるだけ動きます。営業本部長
で巡回していたときに社員、パートさんと全員顔
を合わせることができたし、出先の長は常に悩み
を抱えているので、定期的に巡回してそこに行っ
てなるべく顔を合わせて話して、という風にして
いきたいと思っています。
――ご家族のスクラムが強いですね。

社長：学生の頃は親の顔色を見て悪さもしていま
した。その後社会に出ていろんな経験もしました。

兄弟は２人です。弟と年末のあいさつ回りに九
州に一緒に行って、福岡で仕事を済ませたあと、
休みを利用して少し足を延ばしたりして、割と仲
はいいです。
――どのような会社にしようと思っていますか。

社長：当社は、会長のマンパワーでぐっと高いと
ころまで登り詰めてきた会社です。私はそのいい
状態のときにバトンをもらったので、受け継いだ
ひとつひとつに肉付けして、強い基盤を作って次
につなげるのが自分の役目と思っています。経営
理念や経営戦略、品質方針がしっかりあるのでそ
れを踏襲していきます。
自分たちが生んだ利益を、いかに働きやすい環

境と設備と給料に還元していくかをモットーとす
る経営を受け継いでいます。おごることなく、身
の丈にあった経営をしていきたいと思っています。
社内では「仕事を楽しくするのは自分次第」と
いう話をします。それが自分でつかめない人はど
こ行っても一緒。道一つ歩くのも制限・制約があ
るのだから、その中で自分がどう楽しんで、どう
やりがい見つけてやっていくかは、それぞれに任
せるしかありません。従業員が自分で考えること
で大きな力を発揮する会社にしていきたいと思っ
ています。

鮮度を保ち、かたちを守る

――現在の取扱商品と事業分野を教えてください。

社長：当社は、発泡スチロール製品のメーカー、
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▲ インタビュー風景
資料：当研究所撮影

当研究所 丸岡調査部長

岸田清水支店長 永野鈴社長



かつ商社という総合力を活かし、お客様の各種条
件に応じた梱包製品をオーダーメイドで提供して
います。
製品で言うと、主力は水産用・農産用・工業用

の「発泡スチロール」。そのほかにも「コンパク
トＢＯＸ（発泡ポリスチレンシート組立箱）」、「ラ
イトロン（高発泡ポリエチレンシート）」、「クー
ルバック（断熱縫製カバー）」、「保冷剤（アクア
Ｕエース）」などの梱包・包装資材、緩衝材を取
り扱っています。
分野で言うと、水産資材、農業資材、食品資材、

工業資材の４分野になります。
水産・農業・食品分野の用途としては、鮮魚や

農産物の輸送、アイスクリームや精肉・水産製品
の容器、フルーツの緩衝材、食品トレー、育苗用・
水耕栽培資材、各種梱包・包装、食品や医薬品の
輸送および保管、食品等の保冷など、スーパーや
ホームセンター、ドラッグストア、食品専門店、
雑貨屋等で使われている生活に身近な製品を取り
扱っています。
工業分野では、自動車部品や工業用部品の運送

に欠かせない、複雑な形の梱包用資材や緩衝材を

提供しています。
そのほか、当社の高知営業所が日本トリムの子

会社トリムエレクトリックマシナリーの協力工場
にもなっています。パート20名くらいで、電解水
素水整水器の部品、カートリッジをつくる作業を
請け負っています。森澤社長が会長と同郷の先輩
後輩の仲だったこともあり、土佐清水工場ができ
た時より懇意にしていただき、トリムエレクト
リックマシナリーが南国市オフィスパークに工場
移転した際、当社もその近隣に高知営業所を移転
し、協力工場として稼働しています。
――営業エリアはどこですか。

社長：本社以外に持っている高知、愛媛３か所、
大阪、愛知、三重の拠点を活かし、四国島内はも
ちろん、愛媛からは広島、島根、瀬戸内圏へ、大
阪からは近畿圏・中部圏へ、愛知からは中部圏・
関東圏へ、と営業・配送のネットワークを広げて
おり、販売先は1,000先以上に拡大しています。
――御社の強みは何でしょうか。

社長：企画⇒開発⇒製造⇒保管⇒配送まで自前で
できるので、柔軟な提案や加工、納期の短縮、配
送の融通性などがあることです。
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資料：株式会社永野ＨＰより

水産資材 農業資材

食品資材 工業資材（写真は円柱型ローラーの梱包材）



また、四国島内の発泡スチロールはすべて自前
で運んでいます。自前でトラックを持っている業
者が減っているので、必要とされる納期に必要な
ものを確実にお届けするという「迅速性・正確性」
は強みになっていると思います。
――製造と卸売の割合はどれくらいですか

社長：16年前に製造業に参入して以降、いま製造
加工４：卸売６、くらいまで持ってきました。
当社の経営戦略に「売上高の50％をものづくり

が占める」があります。これを掲げた時には、製
造加工２：卸売８くらいでしたので、目標に近づ
いています。
――地域別で取扱商品は違いますか。

社長：四国島内は、主に水産業と農産業向け。本
州は、主に工業向けです。
本社で製造している製品を納めているのは、四

国島内だけで、本州は輸送コストから卸売対応し
ています。
――四国ではどのようなものに使われていますか。

社長：天然物では土佐清水のカツオ、ブリ、イカ
が主なところ。ただ、地元では近海で魚がとれな
くなって、トロ箱を大量に使うお客さんが減った
ので、地元の取扱いは下降気味です。
養殖は、宇和島の取引先で出荷が増えており、

タイ、ブリ、マグロが多い。
中でも一番計算できるのは農産箱です。作付面

積があって、日照り、大雨がない限り、予定どお
りの数が生産されます。それを前もって準備し
て、ラベルを貼ってお届けしています。「みょう
が」、あとは「シイタケ」「ブロッコリー」が主な
ところです。
幡多地区の「菜花」や土佐山田の「やっこねぎ」
なんかもちょっと前までスチロールを使用していま
したが、今はパーシャル包装と段ボールへと梱包形
態が変わるなど、農産箱も安泰ではありません。
――魚種や農産物ごとに仕様が違うので少量多

品種生産になりますね。

社長：成形用の金型は130くらいあります。この
金型は、フレームという枠をつけることで、浅い
ものから深いものまで高さを変えることができる
ので、製品の種類はもっと増えます。
――工場の設備や技術に特徴はありますか。

社長：工場の特徴というと、省資源・省エネを徹
底し、生産効率を上げてきたことです。16年前に
会長が立ち上げたとき、土足禁止の工場は日本国
内のどこにもありませんでした。
発泡スチロールは発泡ビーズを金型に流し込
み、蒸気で加熱して成形しますが、その際、蒸気

6 四銀経営情報 2020.３

資料：株式会社永野パンフレットより

株式会社永野のネットワーク網



が漏れるうえに、金型を開いたとき発泡スチロー
ルと一緒にドバッと落ちる水が家庭用お風呂数杯
分。それが１ショットごとに落ちるので、どの工
場も長靴で歩かないとダメなくらい水浸しの工場
が多かった。
しかし、この「蒸気・水漏れをゼロにできる」

と機械メーカーから聞いた会長は「すべての機械
を蒸気と水漏れがないかチェックしろ」「あった
ら機械を止めてでも改善しろ」と、以降この２つ
は徹底させて、今では当社工場内では蒸気と水漏
れほとんどゼロです。そこは非常にこだわって取
り組んだところで、製造に必要なエネルギーがロ
スなく巡回利用でき、機械から出る余熱は配管を
つなぎ本社の事務所の暖房にも使っています。
――競合は多くありませんか。

社長：高知では同業メーカーが２社。四国でも６
社８工場です。（販売代理店を除く）
――本州では何を取り扱っていますか。

社長：岡崎営業所はトヨタ、スズキ向けの自動
車・バイク部品の緩衝材の加工販売が主体です。
その他にも、一時期はパチンコ台の架台の裏でパチ
ンコ玉が当たるところの緩衝用ウレタンや、出玉を
出したときの音を軽減する、箱の下に敷くマット
の加工販売などもやっていました。
三重営業所は水産関連の梱包材を主に販売して

いますが、一時期、シャープの液晶テレビの保護
材も取り扱っていました。ポリプロピレン系樹脂
シートを一枚一枚液晶テレビの間に挟んで、ロ
ボットアームがすくいとるときに、そのシートに

反応するということで使われていました。
本州では、そういう大手メーカーさんと工業系

でのお付き合いが多いです。
――自動車業界は競合が多いと思いますが、ど

うやって参入されましたか。

社長：自動車産業の資材を納入している段ボール
メーカーが二次複合加工品を加工販売していまし
た。そのうち、そういう老舗の段ボールメーカー
が元請けとなり当社のような加工屋に外注を出す
ことが多くなり、加工材料メーカーなどの紹介を
受け当社が自動車産業の加工品に参入しました。
それがここ数年、相談しやすい、品質がいい、

リードタイムが早い下請けとメーカー担当者が直
接お話できる機会が増えてきて、岡崎営業所の仕
事内容が劇的に変わってきました。設備なんか
も、これがあれば企画の段階から話ができるとい
う機械をあらかじめ導入したり、トラックも狭い
工場内はウイングで上げたほうが安全で利便性が
良いということで、トラックもウイング車に変え
たりとか、メーカーのニーズに細かく対応するこ
とで関係を密にしています。
――自動車業界で鍛えられた生産ノウハウは全

社で共有されていますか。

社長：正直、今からです。当社のなかで工場の美
化が一番できているのが岡崎と三重。10月に岡崎
と三重の工場長を兼務している弟を加工部門の統
括として取締役に任命し、全社の品質管理も担当
させるようにしました。彼は、品質管理検定（Ｑ
Ｃ検定）や電気工事士資格も自分で勉強して資格
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資料：（左）株式会社永野ＨＰより（右）当研究所撮影

土佐清水本社工場内の様子 工場内での発泡スチロール運搬の様子



を取って、三重と岡崎の工場ＬＥＤ設備を全部施
工しました。
また岡崎営業所では、工場に明確に動線を設け

ています。動線を確保し床に塗装を施すことで、
そこにはモノを置かないという意識付けがしっか
りできています。岡崎営業所と三重営業所では、
そういった取り組みを取り入れながら、ちょっと
ずつ社員パートの意識をあげるようなやり方をし
ています。それを全社に水平展開して広めれば、
作業環境がかなり改善できると思っています。
また一時、環境マネジメントシステムの国際規格

であるISO9001を本社と岡崎が取得し、その時の取
り組みを岡崎工場だけは、ISO の更新をやめた
今日でもまだ続けてくれています。そういった点
も含めて、全社の品質管理をもう一回再構築する
ということを今後の課題として与えています。
――自動車業界の変革にはどう対応されますか

社長：自動車産業で、エンジンや車体が今からど
う変わっていくか。ガソリンエンジンがなくなる
と廃業する会社がたくさん出てきます。乗り遅れ
ると、やめていく会社と一蓮托生になる。そうな
らないようアンテナ張ってすぐに対応できる準備
はしています。
――いま需要が伸びている分野はどこですか。

社長：本州の工業系です。自動車産業だけではあ
りません。昨年の７月、岡崎営業所が昭和59

（1984）年の設立以来、月間売上高の記録を更新
しました。工業用のロボットアームを運ぶ「メッ
シュパレット」という大きい鉄のカゴがあります
が、その内材を受注したことが売り上げに大きく
貢献しました。
また自動車関連でも、今までは各自動車部品の
養生材・梱包材を加工して納める仕事が主でした
が、現在ではお客様が乗る車の部材を直に作るこ
とにトライさせてもらっています。レクサスのサ
イドピラーの樹脂部分に特殊な内装材を当社が品
質チェックして貼り合わせる作業です。コスト的
には厳しいですが、当社の張り合わせの技術を活
かして、クルマの中でお客様が触るところを初め
て作業させてもらっています。

ホームページを第２の武器に

――採用は苦労されていませんか。

社長：苦労しています。地域問わず、ハローワー
クや直接の応募も含めて、なかなか来てくれませ
ん。たまに面接に来ても、来られた方ご自身が
思っていた仕事と違う、ということが多い。ここ
近年、定職につかない方は「コンビニなどアルバ
イトでいつでも働けるわ」みたいな感覚で、就職
して正社員といった執着心が無い。完全に売り手
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資料：株式会社永野ＨＰより

岡崎営業所/岡崎工場 三重営業所/三重工場



市場なのか、同様にパートの採用も難しくなって
います。人材確保は引き続き大きな課題ですね。
――人手不足にはどう対応されていますか。

社長：これからは雇用が難しい時代。残業規制や
休暇取得の義務付けなど、働き方改革に合わせた
対応もしていかないといけません。
そのための取り組みとして、ひとつは機械設

備。人間がやると３時間かかることを１時間で出
来るような投資や工夫をしています。
もう一つは営業面。人手に頼らない営業として

インターネットに着目しています。人手での営業
エリアは限界がありますが、インターネットは拡
張性がある。そういう観点から、当社のホーム
ページは、５年前に高知の有限会社Ｗｉｔｈさんに
相談し、一新しました。当社の想いをカタチにした
ベースを作ってもらい、当社のスタッフがこれに
肉付けしながら、１か月に１回更新しています。
そして、各営業所の営業スタッフが持ち回りで

毎月「ピックアップ商品」をホームページにアッ
プし、年間12種類の商品を提案しています。問い
合わせに対しては、問い合わせしていただいた方
の住所から一番近い営業所が回答していくことに
していますので、調べて回答していくことで当社
の営業スタッフの勉強にもなります。
アップするにあたっては「自分でもこの商品を

買いたいと思うか」とよく議論します。法人であ
れ、個人であれ、購買意欲が湧くような提案でな
いと意味がありません。私も営業スタッフもまだ
まだ勉強が必要ですし、そういう意味でホーム
ページをもっと活かして、永野の第２の武器にし
ていきたいと思っています。
――研修・人材育成はどうされていますか。

社長：拠点ごとに職種や主力製品が違うのと、皆
が一度に会することもしにくいので、それぞれの
部署で、それぞれのやり方で覚えていってもらう
ＯＪＴ中心です。その中でいい取り組みがあった
ら、伝播していくような形でやっています。
私は今、若い子に頭ぶつけることを経験させる

ようにしています。ぶつける前にやめたら、わか

らないからまたやってしまう。そうならないよ
う、“痛い”と体で覚えさせてくれ、と会議の場で
常々言っています。そして、そのときは管理職の
人がフォローしてくれと。
――社長は社員さんにどう接していますか。

社長：怒ることもしますが、改善策を出してこ
いって言います。社員は「じゃあどうするか」考
えて自分に持ってこないといけないから、寄り
合って角突き合わせて話せざるを得ません。社員
にはそういった形で結束してもらっています。

――本社は営業、製造、配送など部門が多いし、

営業拠点も分散しています。一体感を維持す

るのは大変ではないですか。

社長：自分の部署一番、というセクト主義になら
ないよう注意しています。私は「それぞれが助け
合って成り立っている会社だから」と言っていま
すが、やっぱり仕事の流れで、自分の所が忙しく
なると、その時比較的落ち着いている部署と温度
差がある場面があります。そういうときには「お
互い持ちつ持たれつ」と双方に言い聞かせながら
間を取り持って、理解してもらいながら取り組ん
でもらっています。
――女性活躍には取り組んでいますか。

社長：社員は男性が多いですが、パートさんは大
半が女性。工場での作業は、男性は細かく根気強
くする仕事にすぐに音を上げ、雑になりがち。そ
の点、女性の方が几帳面ですし、辛抱強く仕事に
取り組んでくれます。
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工場内での作業の様子

資料：株式会社永野ＨＰより



男性・女性関係なく、能力があるなら合った仕
事をしてもらったらいいという考えです、女性を
営業または配送になど、縛りをもたず意欲と適性
に応じて登用していこうと思っています。

夢は永野独自の商品を開発すること

――現状の経営課題は何ですか。

社長：まず、発泡スチロールに代わる事業の柱を
作ることです。発泡スチロールの国内市場規模
は、私が入社した平成５（1993）年当時、日本全
国での使用量が約23万トンありました。それから
年々減少して、当社が工場を建てた平成16（2004）
年に約17万トン。それが現在は約13万トンまで縮
小しています。
梱包資材としての発泡スチロールは個別パッ

ケージに移行しつつあり、フィレなどの加工品が
大幅に増え、魚１匹に対しての梱包数が減少傾向
にあります。この傾向は家庭で魚をさばけない、
ごみを出したくないなどの理由から、今後改めて
スチロールの需要が伸びることは少ないと思いま

す。スチロールという市場が縮小し続けたとき、代
わりにやるものが見つかってなかったら、当社が存
続できるのかという危機感は常に持っています。今
すぐにではないがいずれ訪れるであろう「発泡ス
チロール依存からの脱却」は、自分自身が会社を
経営していく中で一番の課題と思っています。
もう一つが、プライベートブランド（ＰＢ）の
開発です。当社は、消費者が直接使うものではな
く、ものを包んだり、運んだりするためのものを
作っています。何かしらお客様の手元で直接使っ
てもらえる商品を「永野ブランド」として世に送
り出すことが会長と自分の夢です。会長が元気な
うちにそういう夢が達成できたらいいなと思って
います。
――次の事業展望や今後の目標をお聞かせくだ

さい。

社長：発泡スチロールに関しては、販売網として
四国全域を網羅することを50周年から先の目標と
しています。近いうちにそのための次の一手を
打っていくつもりです。
――本日はありがとうございました。

（調査部長 丸岡昭仁）
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資料：株式会社永野ＨＰより

コンパクトＢＯＸ（発泡ポリスチレンシート組立箱） ライトロン（高発泡ポリエチレンシート）

クールバック（断熱縫製カバー） アクアＵエース（保冷材）

取扱商品の一例
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会社概要

■名 称 株式会社 永野
■創 業 昭和45（1970）年10月
■本 社 〒787-0320 高知県土佐清水市清水笹原谷853番地1-2
■支 店 等 ・高知営業所/高知工場 ・松山営業所/松山工場 ・大阪支店

・岡崎営業所/岡崎工場 ・三重営業所/三重工場 ・宇和島物流センター
・松山西物流センター

■資 本 金 5,000万円
■従 業 員 116名（正社員45名、パート71名 2019年12月現在）
■事業内容 発泡スチロールの製造・プラスチック製品の各種加工・その他各種包装資材の卸販売

四国銀行清水支店 岸田支店長より一言
株式会社永野様は、土佐清水市を拠点としながら全国を相手に事

業を展開し、全社での従業員数は100名を超える、当地を代表する
企業です。
永野雅道会長は創業当時、新素材だった発泡スチロールの可能性

に着目し、魚箱の卸販売から取扱商品を増やしていき、現在では水
産・農業・食品・工業等幅広い分野の梱包・包装資材を、全国
1,000社を超えるお客様に提供されています。創業者である会長の
バイタリティは日頃より感嘆するところであり、今でも経営トップとして第一線でご活躍を
されておりますが、創業49年目の昨年10月、社長のバトンを46歳の長男・鈴（れい）さんに
受け渡されました。このタイミングでの社長交代には、経営の安定、後継者の育成、経営ビ
ジョンの共有、家族のバランスの取れた協力関係、といういい条件が揃っており、優れた経
営力を感じます。
鈴社長は、会長の掲げた理念と経営戦略を受け継ぐだけでなく、創業50周年からの飛躍に

向けて、長期的な経営課題に既に取り組んでおられます。インタビューでは気さくにお答え
いただき、苦労話や将来のビジョン、夢についても包み隠さず語っていただきました。本日
お伺いした会長と社長の夢の実現に向け、四国銀行としてしっかりお役に立って参りたいと
考えております。

本社外観



１．取り組みの全体像
（１）取り組みの概要と県庁内の体制
高知県は他県より15年先行して人口の自然減の状況に陥り、各産業から深刻な人材不足の声が上がっ

ている状況です。こういった中、高知県では IoTや AI など最先端のデジタル技術を活用して県の産業
を維持、成長させていくために、2016年度に産学官金の協働組織である「高知県 IoT 推進ラボ研究会
（事務局：高知県商工労働部産業創造課 IoT 推進室）」を立ち上げ、一次産業や中山間地域などの様々
な課題の解決を図るとともに、開発した製品やサービスの地産外商を促進する「課題解決型の産業創出」
の取り組みを進めています。
この取り組みは、まず県庁の各部署が県内の課題を抽出し、ラボ研究会の会員である IT 企業に現場

へ足を運んでいただき、現場の課題をテーマにワークショップを行います。その後、ワークショップに
参加した IT企業から課題を解決するための提案を募り、課題側とのマッチングを行います。このように
課題解決に向けた製品を開発するプロジェクトを創出する仕組みで、2020年１月末の時点で47件のプロジェ
クトを創出してきました。
また2017年度からは、この課題解決型の産業創出の取り組みを契機に、庁内の農林水産の各部署が生

産性向上プロジェクトチームを立ち上げ、チームが抽出した課題の解決策を検討してきました。2019年
度からは、第一次産業に加えて福祉や医療、防災などあらゆる分野に拡大し、民間企業と連携して製品
開発を促進することにより、新たなビジネスの機会などを開拓する「デジタルフロンティアプロジェク
ト」を推進しています。
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デジタル技術を活用した高知県の
「課題解決型の産業創出」の取り組み

高知県商工労働部 産業創造課 IoT 推進室
主幹 川村 洋平

高知県庁のプロジェクト推進体制

寄 稿



（２）高知県 IoT 推進ラボ研究会
現在、「高知県 IoT 推進ラボ研究会」には、2020年１月末の時点で218者が参加し、IoT セミナーや

課題現場で行うワークショップでの会員同士の意見交換などを通じ、情報提供や会員同士のネットワー
ク作りを積極的に行っています。
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高知県 IoT 推進ラボ研究会セミナーの開催実績



（３）製品開発や実証実験の支援制度
高知県では、課題解決型の産業創出に取り組む県内 IT 企業が行う製品開発を応援する補助事業「高

知県 IoT 推進事業費補助金（地産地商・外商型）」や、IoT や AI といった先端技術を持つ県外企業と
県内企業等がコンソーシアムを組んで行う課題解決に向けた製品開発・実証実験を応援する補助事業
「高知県 IoT 推進事業費補助金（Society5.0推進型）」を用意しています。これまでに３件の製品開発
と、２件の実証実験を支援してきました。

14



四銀経営情報 2020.３

「高知県 IoT 推進事業費補助金」の概要

（４）人材育成の取り組み
現場の課題を解決するためには IoT 技術を使いこなせる人材の確保や育成が不可欠です。そこで高

知県では、県内の人材を育成するための技術教育研修「高知県 IoT 技術人材育成講座」を３年間開催
しました。本講座は、高知県が開催している土佐MBA（まるごとビジネスアカデミー）「IT・コンテ
ンツアカデミー」の専科に位置付けられ、広く受講者の募集を行い開催しました。初開催の2017年度は、
IT 技術者やシステム開発経験者を対象とした「サービス開発者向け講座」のみでしたが、2018年度か
らは IoT 技術を活用したビジネスモデルの構築を行うことのできる人材が必要と考え、一次産業や製
造業の従事者など、IoT の活用を検討している方を対象とした「サービス利用者向け講座」を新設し、
現場の課題をもつ人材と IoTシステムを開発する人材の双方の育成を行いました。
講座の内容としては、まず IoT 基礎講座で基本的な知識を習得し、IoT/Python を活用したデータ
分析やサービス開発などで課題解決のトレーニングを行い、最後は IoT ハッカソンで実際の地域課題
に向き合い、チームで思考しながら解決策となる試作システムを作るという実践的なものです。
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本講座では、実際に高知県が抱える課題にアプローチすることで、より実践的な力を養うことを狙い
としており、2018年度の講座では、「サービス利用者向け講座」の受講者から「中山間地域と都市部を
つなぐ物流のスマート化」と「中山間地域の栗産業活性化」の２つの課題テーマが提起され、この課題
を解決するためのサービス企画書と試作システムの作成を行いました。サービス企画書を作成するにあ
たり、費用対効果や収支計画の立案が特に難易度が高く、受講者はサービスモデル構築のフレームワー
クを、自身が使えるレベルまで落とし込む必要があると実感していたようでした。そしてグループワー
クの結果、中山間地域の野菜生産者と都市部へのドライバーや消費者を結びつけるためのシェアリング
システムと、栗収穫を自動で行うロボットシステムのサービス企画書が作成されました。

作成されたサービス企画書

最終日には、課題を持つ顧客に対するサービス企画提案会という想定で、IoTハッカソンで作成した
サービス企画書と試作システムの発表会を開催しました。各受講者が実践的なスキルを習得できたこと
に加え、受講者の方には、「課題を見つめる良いきっかけになったし、解決のための企画書まで作成で
きて良かった」との声をいただいています。

「高知県 IoT 技術人材育成講座」の様子



２．農業分野の事例
高知県内の農業協同組合では、生産から流通の過程において、以下の２つの課題がありました。

（１）栽培管理や営農指導へのデータ活用
高知県内の各集出荷場の選果・選別データは生産者に等階級別伝票として紙で渡されているが、下級

品に選別された要因情報がなく、栽培改善につながっていない。また農業協同組合職員等が行う営農指
導にも活かされていない。
（２）販売へのデータ活用
量販店などの大口予約相対取引において、最低でも２～３週間先の正確な出荷量を把握できないと有

利な条件で取引できない。

高知県農業振興部は、これらの課題を解決し、栽培改善による収量・品質の向上、営農指導の高度化
及び販売力の強化を支援するため、ハウス内の環境データ、気象データ、農作物の生育データ、出荷デー
タを一元管理し、AI で最長３週間先の生産量を予測する「高知県園芸品生産予測システム」の開発を
高知県 IoT推進ラボ研究会の会員企業２社に委託し、2019年３月より運用を開始しています。
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「高知県園芸生産予測システム」の概要図

「高知県園芸品生産予測システム」は、ハウス内の環境データ、気象データ、農作物の生育データ、
出荷データを基に１～３週間先の生産量をAI が予測する「出荷予測機能」と、個人と集出荷場全体の
出荷実績や部会順位などを把握でき、分析結果を営農指導に活用できる「出荷実績分析機能」を備えて



３．林業分野の取組事例
高知県の林業現場において、以下の２つの課題を解決するため、2017年４月に現場視察とワーク
ショップを開催し、高知県 IoT推進ラボ研究会の会員企業３社が参加しました。

（１）危険な作業現場
林業の労働災害の発生率は建設業の６倍であり、林業現場での事故は40％が休業期間が１ヶ月以上と

なり、大きな怪我に繋がりやすい。最も危険な伐倒作業では、危険回避のため、作業員同士の近接作業
を禁止しており、緊急時の迅速な安否確認が困難。
（２）情報共有
日々の作業日報は手書きで事務所への提出も月１回であり、迅速な情報共有が図れず、進捗状況や機

械稼働率の把握が困難であり、作業のロスが多い。また手書き作成の樹木の分布及び材積の調査の信頼
性が低く、森林資源の管理が困難。
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「出荷予測と出荷実績分析結果」のイメージ

現場視察とワークショップの様子

います。現在、県内の５つの集出荷場において、ナス、ピーマン、キュウリの３品目の計826戸のデー
タを用いて運用しており、今後も対象品目と導入集出荷場を拡大していく予定です。
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「作業記録管理機能」の概要

「安否確認機能」の概要

そして、県内企業が総務省の「平成30年度地域 IoT 実装推進事業」を活用し、スマートフォンが作

業員の危険な状態を自動で検知して、周囲に通知することで事故を早期に発見する「安否確認機能」と、

現地での簡単な操作で日々の作業履歴や画像情報、位置情報等を記録し、作業状況、森林状況などを把

握することのできる「作業記録管理機能」を備えた新たなシステムを開発しました。現在、県内の林業

現場にシステムが導入され、効果の検証が行われています。



４．水産業分野の取組事例
高知県宿毛湾のマダイの養殖現場において、以下の３つの課題を解決するため、2016年10月に現場視
察とワークショップを開催し、高知県 IoT推進ラボ研究会の会員企業９社が参加しました。

（１）過剰給餌
餌代が全体コストの約７割と大きな要素を占めている。タイマーで給餌を行っているため、魚が食べ

ていない場合も餌を与え、無駄な餌代がかかったり、食べ残した餌が海底に溜まってヘドロとなり環境
汚染につながっている。
（２）給餌労力
給餌量が増える夏場には毎日のように船で餌を運搬する必要があり、非常に労力がかかっている。

（３）経験依存
給餌方法については、経験や勘に依存しており、現場の状況に合った最適な方法になっているかどう

かわからない。
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現場視察とワークショップの様子

「餌ロボ」本体

そして、県内企業２社が共同で「高知県 IoT 推進事業費補助金（地産地商・外商型）」を活用し、餌
の量を適正化してコストを削減できる新たな給餌機「餌ロボ」を開発しました。現在、県内外の複数の
マダイ養殖業者に製品が導入され、効果の検証が行われています。



５．教育分野の取組事例
高知県内の中山間地域の一部の小規模校では、地域の将来を支える児童が減少し、様々な意見・考え
に触れる機会が少なく、学校外の学習環境も十分に整備されていないといった課題があります。
このような課題をテーマに、2018年３月にワークショップを行った結果、高知県 IoT 推進ラボ研究

会会員の会員企業６社が参加し、その解決策として大手通信事業者が遠隔授業システムを提案し、高知
県東洋町教育委員会とのマッチングが成立しました
その後、総務省の地域情報化アドバイザーの鳴門教育大学藤村准教授のご指導のもと、現場の先生方

との勉強会や実機を使った遠隔授業の体験会を行い、2019年２月には、小学校と中学校をテレビ会議シ
ステムでつなぎ、音楽の先生と英語の先生による遠隔授業が実現しました。そして、現場の先生や生徒
からは、「遠隔で音楽の合奏・合唱ができないか」といった要望も出ていて、高速・大容量・低遅延で
の通信ができる第５世代移動通信システム（５Ｇ）の活用も検討していきたいとの声も挙がっています。
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ワークショップや体験会の様子

システム概要



６．現状の課題と今後の取り組み
これまでの課題解決型の産業創出の取り組みにより、課題側と高知県 IoT 推進ラボ研究会の会員企
業とのマッチングまで進んだ案件は47件に増えてきましたが、地産外商につながっている製品が少ない
状況です。
また、一次産業から土木、福祉など、抽出する課題が多様化するとともに、デジタル技術の高度化に

も対応が求められるなど、県内企業が有する技術等だけでは、課題解決が難しい案件も増えています。
製品開発の手法も変容していて、１社単独ではなく他社との協業による製品開発、いわゆるオープン・
イノベーションの手法も取り入れていく必要があると考えています。
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東洋町での遠隔授業の様子

遠隔授業システムの構成図



そのため県では2020年度から、県内外の企業等がそれぞれの技術やアイデアを持ち寄り、協創での製
品開発の取り組みを推進するために「オープンイノベーションプラットフォーム」を設置することを予
定しています。また、プラットフォームのオペレーションは、新事業開発など専門的な知見や人脈を有
する民間企業のノウハウをを活用し、市場性のある課題抽出・精査の強化、製品開発段階におけるハン
ズオン支援を実施するなど、地産外商につながる製品開発の取り組みを強化していく予定です。

ぜひ高知で一緒に製品開発に挑戦してみませんか。全国の IT企業の皆様のご参画をお待ちしています。

高知県ＩｏＴ推進ラボ研究会入会のご案内
https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/152001/2016072700258.html
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※令和２年度高知県一般会計当初予算が提案どおり議決されなかった場合は「オープンイノベーションプラット
フォーム」を設置しないことがあります。また、「オープンイノベーションプラットフォーム」の内容は変更に
なることがあります。



第１章 短期的な景気変動と持続的な成長力

県内企業の収益動向や雇用・所得環境を踏まえ
ると、ここ数年、高知県経済は回復傾向を辿って
いる。一方で、県民の多くは人口減少を始めとす
る構造問題を強く意識し、当県経済の持続的な成
長力について必ずしも楽観していないようにみえ
る。このギャップをどう考えるべきであろうか。
実際の経済成長率のうち、景気循環などによる

短期の変動は、主に需要要因によって規定される
と考えられる。需要要因とは、公共投資や設備投
資、個人消費、県外への輸出・移出などの増減で
ある。図表１にあるように、高知県経済は、2010
年頃から、振れを伴いつつも全国に遜色ない経済
成長を実現してきた。これには、積極的な公共投
資や「地産外商」戦略等を通じた直接・間接の需
要増加などが大きく貢献していると考えられる。

図表１ 実質経済成長率の推移

(注）1997年度～2001年度は、平成12年基準、2002年度～2006年
度は、平成17年基準、2007年度～2016年度は、平成23年基
準の計数。

(出所）内閣府「国民経済計算」、「県民経済計算」、高知県「県民
経済計算」

一方、短期的な景気循環の影響を均した経済の
持続的・趨勢的な成長率は「潜在成長率」と呼ば
れる。長い目でみれば、経済成長率は供給能力に
よって規定されると考えると、こうした中長期的
に持続可能な成長率は、供給能力の成長率とほぼ
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高知県経済の成長力と課題高知県経済の成長力と課題
日本銀行高知支店 総務課 小 森 宏 樹

■要 旨■

ここ数年、高知県経済は回復傾向を辿っているが、県民の多くは人口減少を始めとする構造問題
を強く意識し、当県経済の持続的な成長力について必ずしも楽観していないようにみえる。確か
に、当県経済の中長期的に持続可能な経済成長率、すなわち「潜在成長率」をみると、1970年代後
半～80年代や2000年代は全国平均をはっきりと下回る伸びにとどまっている。
この10年間についてみると、高知県の潜在成長率は持ち直してきており、全国との差も縮まって

きている。こうした潜在成長率の変動を「労働投入要因」、「資本投入要因」、「その他の要因」に要
因分解すると、近年の潜在成長率の回復には、「資本投入要因」の伸びが大きく寄与していること
がわかった。もっとも、通常、「資本投入要因」の伸びは長期的に継続しにくいとされる。また、「労
働投入要因」については、今後とも女性やシニア層の労働参加は進展すると思われるが、人口減少
の影響は大きく、少なくとも当面は経済成長のドライバーとなることは期待しにくい。
こうした点を踏まえると、先行き、高知県経済が持続的に成長していくためには「その他の要因」

の成長が欠かせない。「その他の要因」とは、労働や資本を利用する際の能率を示すものであり、
「TFP（Total Factor Productivity：全要素生産性）」と呼ばれる。TFP を引き上げるということは、
同じ量の労働投入と資本投入でこれまでよりも多くの付加価値を生み出すことを意味する。
高知県の TFP を向上させるためには、研究開発投資等を通じた技術知識の積み増しや労働力の

質の改善といった、個別企業による前向きな取り組みが必要である。また、県全体として、起業し
やすい環境の整備や生産資源の最適な配分に取り組んでいくことも重要である。

寄 稿



同じ意味であるといえる。そして、この供給能力
は、後述するように、生産や販売に投入される労
働力や資本の量、さらには、こうした生産要素を
利用する際の能率によって決まってくる。これを
踏まえると、人口減少という当県が抱える構造的
な問題は、経済との関係では、潜在成長率を引き
下げる要因となりうる。
潜在成長率の低下が問題となるのは、目の前に

需要が存在しても、それを実際の成長に結びつけ
ることができなくなるからである。公共工事を請
け負おうにも、必要な人手が確保できなければ受
注は減少していくであろう。店員や店舗・設備が
不足すれば、地元でモノやサービスを売ることは
できず、県内の消費支出はＥコマース等を通じて
県外に逸出していく可能性がある。県外から当県
の食材や製商品に対する注文がきても、それを生
産し、販売するための人材やノウハウが足りなけ
れば、注文に応じることができず、せっかくの
チャンスを他県の業者に奪われてしまう。こうし
た供給能力の限界によって「成長の天井」に衝突
することは避ける必要がある（図表２）。
経済の供給能力を高め、「成長の天井」を引き

上げることができれば、目の前の需要をしっかり
と掴み取ることができる。加えて、新たな需要を
作り出すことも可能である。技術革新やマーケ
ティングの充実により、新たな製品や商品を開発
し、売り出すことに成功すれば、それまで埋もれ
ていた潜在的な需要を現実の需要として掘り起こ
し、県内企業の売上や収益の一段の増加に繋げる
ことができる。このように、供給能力の拡大は、
高知県経済の持続的な成長にとって不可欠であ
る。こうした問題意識から、本稿では、これまで
必ずしも十分に行われてこなかった、当県の供給
能力に関する分析を行うこととした。

図表２ 供給能力を引き上げることの重要性

最初に、高知県経済の潜在成長率の推移を確認
したい。上述のとおり、潜在成長率は、短期的な
景気変動の影響を除去した経済の趨勢的な成長率
であるが、それ自体は客観的なデータとして観察
できるものではない。このため、エコノミスト等
の間では様々な推計手法が考案されており、推計
された潜在成長率は相当の幅をもってみる必要が
ある。また、都道府県ベースではデータの制約が
大きく、推計や分析に限界があることにも留意を
要する。そのうえで、図表３では、比較的簡便な
手法によって推計した高知県と全国の潜在成長率
を示している。これによると、高度成長期以降、
潜在成長率はいずれも低下しているが、1970年代
後半～80年代と2000年代は、高知県の成長率が、
全国の成長率をはっきりと下回っている。特に
2000年代はマイナスの領域で推移しており、こう
した経験が、当県経済の成長力に対する県民の慎
重な見方に繋がっている可能性がある。
もっとも、この10年間についてみると、当県の

潜在成長率は持ち直してきており、全国との差も
縮まってきている。このため、当県経済に対する
我々の悲観論は行き過ぎなのかもしれない。しか
し、現実に人口の減少にブレーキはかかっておら
ず、今なお経済の先行きに対する懸念が根強いこ
とも事実である。こうしたことから、以下では、
近年の潜在成長率の変動について要因分解を行っ
たうえで、この先、高知県経済の持続的な成長力
を高めていくためにはどのような取り組みが必要
かを議論する。
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図表３ 潜在成長率の推移

(注)フィルタリングアプローチ（実質GDP成長率の原データか
ら Hodrick-Prescott フィルター＜以下、HP フィルター＞
によってトレンド成分を抽出する手法）によって当店算出。
直近は2016年度。

(出所）内閣府「国民経済計算」、「県民経済計算」、高知県「県民
経済計算」

第２章 潜在成長率の変動要因

第１節．分析の考え方

前章の図表３で当県の潜在成長率の推計値を示
したが、本章では、こうした潜在成長率がどのよ
うな要因で変動したのかを分析する。
経済成長率の変動要因を分析する際には、成長

会計のフレームワークが有用である。これは、あ
る経済の産出量（実質県内ＧＤＰ）を労働投入量
要因、資本投入量要因、その他の要因の３つの要
因に分解して分析する手法1である。この手法に
基づくと、実質県内ＧＤＰ成長率は以下のように
表すことができる。

実質県内ＧＤＰ成長率＝労働投入量要因＋資本投
入量要因＋その他の要因

同様に、潜在成長率は以下のように表現できる。

潜在成長率＝潜在労働投入量要因＋潜在資本投入
量要因＋その他の要因

なお、「その他の要因」とは、経済成長率のう
ち、労働投入量の変化でも資本投入量の変化でも
説明ができない残差部分である。これは労働や資
本といった生産要素を利用する際の能率（生産

性）を示すものであり、「ＴＦＰ（Total Factor
Productivity:全要素生産性）」と呼ばれ、技術革
新や教育による労働者の質の変化などによって変
動すると考えられる。
以下、本章では、第２節で労働投入量、第３節
で資本投入量の分析を行う。第4節では、それら
の分析結果を用いて、潜在成長率の変動の要因分
解を行う。

第２節．労働投入量

本稿では、労働投入量を「働く人の数（就業者
数）」と「働く人一人当たりの総労働時間」によっ
て決まるものと考える。
まず、人口と就業者数には、以下のような関係
がある。なお、「労働力人口」とは、就業者数と、
仕事に就くことが可能で積極的に職探しを行って
いる人の数（完全失業者数）の合計である。

労働力人口 就業者数
就業者数=15歳以上人口× ×

15歳以上人口 労働力人口

上式から、労働投入量は、以下の式のように表
現できる。

労働力人口 就業者数
労働投入量=15歳以上人口× ×

15歳以上人口 労働力人口

×一人当たり総労働時間

このように、労働投入量は、「15歳以上人口」、
「労働力率（労働力人口/15歳以上人口）」、「就業
率（就業者数/労働力人口）」、「一人当たり総労働
時間」を掛け合わせることで求めることができ
る。
「15歳以上人口」は短期的な景気変動によって
変化せず、それ以外の要素は短期的な景気変動に
影響されると考えると、潜在労働投入量は、「15
歳以上人口」と、短期的な景気変動の影響を除去
した「潜在労働力率」、「潜在就業率」、「一人当た
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1 分析手法の詳細は、川本・尾崎・加藤・前橋（2017）を参照。





り潜在労働時間」の積で表すことができる。従っ
て、本節では、「潜在労働力率」、「潜在就業率」、
「一人当たり潜在労働時間」をそれぞれ算出す
る。

【ＢＯＸ】労働市場における人口分類
一般的に、労働市場に参加可能な人口は「15歳

以上人口」に近いとされる。労働市場を分析する
際、この「15歳以上人口」は、以下のように分類
される。
図表４ 労働市場における人口分類

また、「15歳以上人口」、「労働力人口」、「就業
者数」の推移は、それぞれ以下のようになってい
る。

図表５ 労働市場における分類別人口

(注）計数は季節調整値。季節調整値は、X-12-ARIMA を用いて
当店算出。直近は2019年３Q。

(出所）総務省「労働力調査」2

１．潜在労働力率
労働力率は、15歳以上人口に占める労働力人口
の割合である。図表６で当県の労働力率の推移を
確認すると、2010年代の初め頃までは、趨勢的な
低下トレンドを辿ってきた。もっとも、ここ数年
は、女性やシニア層の積極的な労働参加などか
ら、15歳以上人口の減少ペースに比べて、労働力
人口の減少ペースが緩やかなものにとどまってお
り（図表５参照）、労働力率は上昇傾向に転じて
いる。こうしたなか、景気循環の影響などによる
短期的な振れを均した潜在労働力率も上昇してい
る。

図表６ 労働力率と潜在労働力率の推移

(注１）季節調整値はX-12-ARIMAを用いて当店算出。
直近は2019年３Ｑ。

(注２）潜在労働力率はHPフィルターを用いて当店算出。
(出所）総務省「労働力調査」

２．潜在就業率
就業率は、労働力人口のうち実際に職に就いて
いる人口の割合である。また、労働力人口のうち
就業者に該当しない部分を完全失業者と呼び、労
働力人口に占める完全失業者の割合が完全失業率
である（図表４参照）。このように、就業率と完
全失業率は表裏一体の関係にある。潜在就業率
は、潜在（構造的・摩擦的）失業率3 を求めるこ
とにより算出できるが、本稿では、UV分析4 と
呼ばれる手法を用いて潜在失業率の推計を行っ
た。
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2 本稿で労働力調査を使用する場合は、2019年11月29日公表時点の計数を用いている。
3 景気の良し悪しとは無関係に発生してしまう失業率のこと。
4 失業（Unemployment）と欠員（Vacancy）の関係から、失業率の構造的・摩擦的な部分と循環的な部分を識別する方法。
詳しくは、Christopher（2000）を参照。





図表７の実線で示した高知県の完全失業率は、
グローバル金融危機後に６％近くまで上昇した
が、その後は、県内景気の回復が続くなかで低下
傾向（就業率は上昇傾向）を辿っている。その主
因は、景気回復に伴う求人の増加であるが、図中
にあるとおり、潜在（構造的・摩擦的）失業率も、
ここ数年、緩やかながら低下傾向にある。このた
め、潜在失業率と表裏一体の関係にある潜在就業
率は緩やかに上昇している（図表８）。

図表 7 完全失業率の要因分解

(注）完全失業率の季節調整値は X-12-ARIMA を用いて当店算
出。推計期間は、1997年１Q～2019年３Q。

(出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」

図表８ 就業率と潜在就業率の推移

(注）推計期間は、1997年１Q～2019年３Q。
(出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」

３．潜在労働時間
近年は、一般労働者、パート労働者ともに一人

当たり労働時間が減少している。このため、両者
の労働時間を労働者数で加重平均した全労働者の
労働時間や、そのトレンドである潜在労働時間も
緩やかな低下傾向にある（図表９）。こうした労
働時間の短縮には、省力化投資の増加に加え、働
き方改革の推進による時間外労働時間の減少や、

女性やシニア層などの労働参加の高まりを背景と
した労働時間の柔軟化など、様々な要因が影響し
ていると考えられる。

図表９ 労働時間と潜在労働時間の推移

(注１）計数には、サンプル替えの影響を除くための加工を行っ
ている。季節調整値は X-12-ARIMA を用いて当店算出。
直近は2019年２Q。

(注２）潜在労働時間は当店算出。本稿では、一人当たり労働時
間を30人以上事業所の一般労働者とパート労働者に分け
て分析を行い、それぞれについて HP フィルターを用い
て潜在労働時間を求め、それらを労働者数によって加重
平均することで全労働者の潜在労働時間とした。

(出所）高知県「毎月勤労統計」

第３節．資本投入量

本稿では、資本投入量は、以下の式に示したよ
うに、「資本ストック（県内に現存する機械設備
などの資本の総量）」と「資本稼働率」によって
決まるものと考える。
資本投入量 ＝ 資本ストック×資本稼働率
「資本ストック」は短期的な景気変動によって
変化せず、「資本稼働率」は短期的な景気変動に
影響されると考えると、潜在資本投入量は、「資
本ストック」と、短期的な景気変動の影響を除去
した「潜在資本稼働率」の積で表すことができる。

１．資本ストック
当県の資本ストックについては、2009年まで
は、内閣府の「都道府県別民間資本ストック」に
より、製造業・非製造業別のデータを入手するこ
とができる。2009年以降のデータは現時点では入
手できないため、日本政策投資銀行の「高知県設
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備投資計画調査」などを用いて推計5を行った。
図表10で県内の資本ストックの規模感をみると、
労働集約的な非製造業に比べ、製造業の資本ス
トックが10倍ほど大きいことがわかる。そうした
製造業の積極的な投資スタンスを背景に、2013年
まで県内の資本ストックは増加してきたが、ここ
数年は、設備投資額が減価償却費の範囲内に収ま
るケースが多く、資本ストックは横ばい圏内で推
移している。

図表10 民間資本ストックの推移

(注）2010年以降は、当店による推計値。直近は2019年。
(出所）内閣府「都道府県別民間資本ストック」、高知県「県民経

済計算」、日本政策投資銀行「高知県設備投資計画調査」

２．資本稼働率
資本稼働率を分析する際には、全国レベルでは

鉱工業生産指数の稼働率指数などを参照すること
が一般的だが、都道府県別にこうした稼働率に関
する具体的な計数を入手することは困難である。
このため本稿では、日本銀行高知支店が四半期ご
とに公表している「短観（高知県分）」の生産・
営業用設備判断D.I.から県内資本ストックの稼
働率を示す指数6を作成し、分析に利用している。

なお、「潜在資本稼働率」の推計に当たっては、
景気変動の影響を相対的に受けやすい製造業と、
受けにくい非製造業に分けて推計することが望ま
しいとされている。
図表11、12で製造業・非製造業別の資本稼働率
の推移をみると、いずれも過去に比べて高い稼働
率が定着しており、潜在資本稼働率は上昇傾向に
ある。この背景には、人手不足によって人材の確
保が難しくなるなか、労働投入を増やす代わりに
設備の稼働率を引き上げて対応している企業が少
なくないことも寄与していると考えられる。こう
したもとで、製造業と非製造業別の潜在稼働率を
資本ストックのウエイトで加重平均して算出した
全産業の潜在稼働率も、ここ数年、上昇を続けて
いる（図表13）。
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5 具体的には、まず、日本政策投資銀行が公表している高知県の民間設備投資額の前年度比増加率を高知県の県内GDPデフ
レーターで実質化し、実質設備投資の増加率を算出する。その際、現時点で公表されていない2017年度以降の県内 GDP デ
フレーターは、2016年度から不変と仮定した。次に、これにより推計された2010年以降の新規投資額を2009年の資本ストッ
クに足し合わせ、毎年の償却前の資本ストックを算出する。そのうえで、「都道府県別民間資本ストック」から算出可能な当
県の償却率（今期の純除去額/前期の資本ストック）の長期平均値（1971～2009年）を用いて、毎年の償却を加味した資本ス
トックを推計した。
6 生産・営業用設備判断D.I.は、生産設備と営業設備について、企業の過不足感を示すものである。生産・営業用設備判断
D.I.が高いときは、県内企業の設備が過剰であり、資本稼働率が低い状況にあると考えられる。逆に生産・営業用設備判断
D.I.が低いときは、資本稼働率が高い状況にあると考えられる。本稿では生産・営業用設備判断D.I.のこのような性質を利
用し、県内資本ストックの稼働率を示す指数を作成した。また、全国の製造業について同様の指数を作成し、鉱工業生産指
数の稼働率指数との関係を調べたところ、高い相関関係があることが確認できた。





図表 11 潜在資本稼働率の推移（製造業）

図表12 潜在資本稼働率の推移（非製造業）

図表13 潜在資本稼働率の推移（全産業）

(注１）資本稼働率指数は、生産・営業用設備判断D.I.を基に当
店算出。季節調整値は X-12-ARIMA を用いて当店算出。
直近は2019年１Q。

(注２）潜在資本稼働率はHPフィルターを用いて当店算出。
(出所）内閣府「都道府県別民間資本ストック」、高知県「県民経

済計算」、日本銀行高知支店「短観（高知県分）」

第４節．潜在成長率の要因分解

本節では、前節までの分析結果を利用して、
1990年代末以降における潜在成長率の変動要因を
分析する。
図表14は、成長会計のフレームワークを用いて
推計した当県経済の潜在成長率である。これは、
潜在成長率が、潜在労働投入量の伸びと潜在資本
投入量の伸び、およびその他の要因（TFP の伸
び）の３つの要素によって決定されることを前提
に、これら３要素の伸びを足し合わせることで潜
在成長率を求める手法である。このとき、潜在労
働投入量の伸びと潜在資本投入量の伸びについて
は、本章第２節と第３節の推計結果を用いる。ま
た、その他の要因（TFP の伸び）については、
2016年度まで明らかになっている毎年度の実質
GDP 成長率のうち、労働投入量の伸びと資本投
入量の伸びで説明がつかない部分を TFP の変動
によるものであるとして、そのトレンドを算出し
た。なお、こうした手法で推計した潜在成長率
は、図表３で示した潜在成長率の推計手法とは異
なるため、両者は必ずしも一致しないことには注
意が必要である。
1990年代から2000年代にかけての潜在成長率の
推移をみると、資本投入の増加によって一時的に
持ち直した時期もあったが、総じて低下傾向を辿
り、2000年代後半にはマイナス成長に陥った。こ
れは、労働投入要因がマイナス方向に寄与し続け
ていることに加え、2000年代入り後、TFP 成長
率がプラスからマイナスに転化したことが大きく
影響している。このことから、県内の人口減少だ
けでなく、TFP 伸び率の低下、すなわち技術革
新等があまり進まず、労働や資本の利用効率が伸
び悩んだことも、当県経済を持続的に下押しして
きた可能性がある。
次に、2010年頃から潜在成長率が上昇している
要因をみると、①労働投入要因のマイナス寄与が
小さくなってきたことや、② TFP 成長率が小幅
ながらプラスに転じたことに加え、③資本投入要
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因が大きく伸びていることが、特に目を引く。こ
のことから、ここ数年は、設備投資の増加や高い
設備稼働率の定着が当県経済の成長力を引き上げ
てきた主な要因であることが窺える。

図表14 潜在成長率の変動要因

(出所）内閣府「都道府県別民間資本ストック」、「県民経済計算」、
総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」、
高知県「県民経済計算」、「毎月勤労統計」、日本政策投資
銀行「高知県設備投資計画調査」、日本銀行高知支店「短
観（高知県分）」

もっとも、こうした資本投入型の経済成長は、
労働生産性（就業者１人当たりの付加価値）を引
き上げる反面、資本生産性（資本ストック１単位
当たりの付加価値）の低下を引き起こす可能性が
高い。人手不足に対応するため、単に人手から設
備や機械に切り替えただけであれば、いずれ過剰
設備に陥り、企業の設備投資スタンスは消極化す
る。従って、一般的に資本投入型の経済成長は長
続きしないことが多いとされている。実際、最近
では、設備投資額の伸びが鈍化し、資本投入要因
の成長に陰りがみられている（図表15）。

図表15 資本投入要因の推移

(出所）内閣府「都道府県別民間資本ストック」、「県民経済計算」、
高知県「県民経済計算」、日本政策投資銀行「高知県設備
投資計画調査」、日本銀行高知支店「短観（高知県分）」

また、今後とも現在の資本投入要因の伸びを維
持するためには、毎年度、過去の平均を大きく上
回る前年比約４％増の設備投資を継続しなければ
ならない計算となる（図表16）。このことからも、
現在の資本投入を維持していくことが簡単ではな
いことがわかる。

図表16 資本投入型で潜在成長率を維持するため
に必要な設備投資額の増加率

(注）労働投入量の伸び率、TFP 成長率、資本稼働率を2016年４
Qから不変と仮定した場合に、現在の潜在成長率を維持す
るために必要な年間設備投資額の前年度比増加率を示して
いる。

(出所）日本政策投資銀行「高知県設備投資計画調査」

一方、労働投入要因は、長らく潜在成長率を下
押しする方向で作用してきたが、この10年ほどは
マイナス幅が縮小している。そこで、こうした労
働投入要因の変動をさらに分解すると、「15歳以
上人口」が一貫してマイナスの影響を強めてきて
いる一方、「潜在労働力率」や「潜在就業率」は
プラスに寄与しており、これが労働投入要因全体
のマイナス幅を縮小させていることがわかる（図
表17）。すなわち、ここ数年は、女性やシニア層
などの労働参加の進展が、人口減少のマイナスの
影響を相当程度緩和する形となっている。
今後とも、こうした労働力の多様化は進むであ

ろうが、それもいずれは限界を迎える。やはり、
人口そのものが減少していることのインパクトは
大きい。長期的には、出生率の引き上げや県外か
らの移住促進といった抜本的な対策を進めていく
ことが必要と考えられるが、少なくとも当面は、
労働投入要因の伸びが経済成長のメインドライ
バーになることは期待しにくい。
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図表17 労働投入要因の推移

(出所）内閣府「県民経済計算」、総務省「労働力調査」、厚生労
働省「一般職業紹介状況」、高知県「県民経済計算」、「毎
月勤労統計」

以上のことから、今後、高知県経済の潜在成長
率を引き上げていくためには、資本投入要因でも
労働投入要因でもない、TFP の成長が必要であ
るとの結論が導かれる。図表14で TFP の成長率
を見ると、2014年度にプラスに転じたものの、
2000年度以前に比べるとその伸びは低いままであ
る。また、当県の TFP 成長率は、全国平均を大
きく下回っている（図表18）。

図表18 TFP 成長率の全国との比較

(注）全国のＴＦＰと当県のＴＦＰは、資本稼働率など、推計過
程の一部で異なる統計を用いているため、幅を持って比較
する必要がある。

(出所）内閣府「都道府県別民間資本ストック」、「県民経済計算」、
総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」、
高知県「県民経済計算」、「毎月勤労統計」、日本政策投資
銀行「高知県設備投資計画調査」、日本銀行高知支店「短
観（高知県分）」、日本銀行「需給ギャップと潜在成長率」

逆に言えば、当県の TFP 成長率にはまだまだ
伸び代がある。これを高めることに成功すれば、
人口が減少するなかにあっても、当県経済の持続
的な成長力を引き上げていくことができる。

第３章 TFP（全要素生産性）の上昇に向けて

ここまでの分析から、高知県経済が持続的に成
長していくためには TFP の伸びが欠かせないこ
とがわかった。TFP とは、前述のとおり、資本
や労働といった生産要素を利用する際の能率（生
産性）を示すものである。つまり、TFP を引き
上げるということは、同じ量の労働投入と資本投
入でこれまでよりも多くの付加価値を生み出すこ
とにほかならない。
実際に TFP に影響を与える具体的な要素とし
ては、以下のようなものが挙げられる。

図表19 TFP に影響を与える要素

（注）Aravena et al.（2014）、大塚（2005）を参考に作成。

以下では、当県経済の TFP を引き上げる方法
として、個別企業に求められる取り組みと県全体
で対応すべき課題に分けて説明する。

第１節．個別企業に求められる取り組み

経済成長の原動力は、常に、個別企業の前向き
な取り組みである。もとより、企業が生産性を向
上させる方法は業種や製商品の需要動向などに
よって様々であるが、当県経済のTFP を持続的に
引き上げていくためには、例えば、各企業が次の
ような課題に積極的に取り組むことが重要である。
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１．技術知識ストックの維持
技術知識ストックとは、例えるなら「秘伝のタ

レ」のようなものである。「秘伝のタレ」は、お
店が長年試行錯誤を繰り返して出来上がった企業
努力の結晶であり、これが後継者に円滑に受け継
がれないと、その店の味は落ち、料理の値打ちも
下がってしまうであろう。当県では、熟練技術を
持った職人や経営陣が高齢化するなかで（図表
20）、企業に蓄積された無形の技術資本が次の世
代に継承されずに失われてしまう可能性も指摘さ
れている。県や金融機関が高い技術を持つ企業の

事業継承をしっかりとサポートすることも重要で
あるが、個々の企業においては、OJT などを通
じて次の世代に技術を継承したり、職人の技術を
代替する性能の高い機械を導入したりするなどし
て、現在の技術知識ストックの維持に努める必要
がある。

２．研究開発投資・ICT投資の積極化
TFP を引き上げるためには、各企業が、研究

開発投資（Ｒ＆Ｄ）や ICT 投資（情報技術など
の無形資産に対する投資）を積極的に行うことで
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図表20 経営陣の60歳以上比率

図表21 一事業所当たり研究開発投資額



技術知識ストックを積み増すことが重要である。
しかしながら、当県の研究開発投資額は全国的に
みてかなり低い水準にあるほか（図表21）、ICT
投資額も全国平均を大きく下回っている（図表
22）。一般的に、研究開発投資や ICT投資が企業
の業績アップに結びつくには時間がかかり、生産
性の向上に寄与しているとの実感は湧きにくい。
特に当県の場合、過去長期間にわたって景気の低
迷が続いたため、企業経営者が、こうした効果の
分かりにくい投資に対してより慎重になっている
可能性がある。このほか、金融機関借入れの担保
になりにくい無形資産に投資する場合には相応の
自己資金が必要になるケースが多いと思われる
が、このことも、中小企業のウエイトが多い当県
において、研究開発投資や ICT 投資が伸び悩む
一因になっていると考えられる。
県内企業がこうした投資の重要性を認識するた

めには、投資による成功体験が必要であり、行政
や金融機関が、前向きな投資に取り組む意思のあ
る企業を制度面や資金面から積極的にサポートす
ることも重要である。また、一社単独で研究開発
を行うには資金や人材を賄えないことも考えられ
るため、業界団体が共同で投資プロジェクトを推
進したり、大学や研究機関と連携して新たな事業
に取り組むなど、投資の進め方という点でも工夫
の余地がある。なお、当県の場合、経済全体に占

める農林水産業のウエイトが高いが、一般に、第
１次産業は他の産業に比べて生産性が低いとされ
る。もっともこれは、研究開発投資や ICT 投資
を通じて就業者一人当たりの生産性を引き上げる
余地が大きいことを意味しており、実際、「スマー
ト農業」という言葉が存在するほど、農業分野で
は情報技術の活用が進んでいる。こうした積極的
な取り組みは、今後とも県内経済の生産性や
TFPを高める方向で作用すると考えられる。

３．技術の吸収
企業は、自前で研究開発等を行わなくても、社

外における技術進歩を取り込むことで、自らの生
産性を高めることができる。技術水準の高い県外
の大企業で経験を積んだＩターン・Ｕターン希望
者を積極的に中途採用することは、その一例であ
る。また、県内ではあまり普及していないが、業
界団体などが都市部で開催する講習や研修に従業
員を参加させるなど、OFF-JT の機会を積極的に
利用することも、最先端のイノベーションに
キャッチアップする有効な手法である。

４．労働力の質の改善
就業者の数が増加しなくても、個々のスキルが
向上すれば、同じ人数でもより多くのモノやサー
ビスを生み出すことができる。これはまさしく
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図表22 従業者一人当たりＩＴ関係諸経費



TFP の向上を意味する。質の高い労働力を確保
するためには、優秀な学生の流出を防ぎ、県内の
企業に就職してもらうことが重要である。そのた
めには、労働分配率（図表23）の引き上げを含め、
県内の企業が自らの魅力をアピールしていく必要
がある。また、企業内OJT 等を通じた継続的な
社員教育も労働力の質の向上にとって大切である
ほか、行政や研究機関が主導して、県内で質の高
いセミナーや研修を開催していくといった取り組
みも重要である。

図表23 労働分配率の推移

(出所）内閣府「国民経済計算」、「県民経済計算」、高知県「県民
経済計算」

第２節．高知県全体で対応すべき課題

高知県経済の成長力を高めるためには、個別企
業の取り組みに加えて、県全体としてどのように
TFP を伸ばしていくのかという議論が欠かせな
い。以下では、その処方箋となりうる取り組みを
いくつか紹介する。

１．起業しやすい環境の整備
起業によってこれまでになかった製商品・サー

ビスが開発されたり、革新的な生産技術が生み出さ
れたりすれば、企業間の競争意識の高まりと合わせ、
経済全体の生産性が向上すると考えられる。この
点、当県の開業率は、他の都道府県に比べてかな
り低いのが実状である（図表24）。現在、高知県
は起業人材の育成や事業化を積極的にサポートし
ているが、こうした施策が民間の前向きなリスク

テイクを後押しし、起業件数が増加していけば、
県内経済の新陳代謝の活性化、ひいては持続的な
経済成長の向上に繋がっていくと期待される。

図表24 企業の新陳代謝（都道府県別開廃業率）

(注）計数は2018年度。開業率は、2018年度に雇用関係が新規に
成立した事業所数／2017年度末の適用事業所数。廃業率は、
2018年度に雇用関係が消滅した事業所数／2017年度末の適
用事業所数。

(出所）厚生労働省「雇用保険事業統計」

２．県外資本の活用
一般的に、多くの企業が互いに競争し、切磋琢
磨することは、結果的に経済全体の TFP の向上
に繋がると考えられている。この点、当県では、
他県に比べて県外資本による企業進出が進んでい
ない（図表25）。これは、当地企業の経営の安定
に繋がっている面があるが、一方で、競争意識が
高まらず、その分、生産性向上に向けた取り組み
が遅れる可能性もある。県内の研究開発投資が伸
び悩んでいることや、県内企業において県外に事
業拠点を構える動きが進んでいないことについて
も（図表26）、こうした状況が関係しているかも
しれない。県外資本の活用という点では、例えば
「スマート農業」に関するイノベーションを県外
から導入し、農業分野の生産性引き上げに取り組
んでいくことは、人手不足や土地不足に悩む県内
農家にも大きなメリットをもたらすと思われる。
製造業でも、最先端の技術を有する県外企業を誘
致することで、前節で述べた「技術吸収」を県全
体として進めることができるなど、県内・県外企
業のWIN-WINな関係を構築することが可能と
考えられる。
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３．生産資源の最適な配分
経済は、生産性の水準や伸びが異なる様々な企

業や産業によって構成されている。一方で、労働
力や資本といった生産資源は有限である。こうし
たなか、相対的に生産性の高い企業により多くの
資本や労働力を投入することができれば、経済全
体の生産性は向上するであろう。こうした生産性
の向上に関し、金融機関は大きな役割を果たす。
当地の金融機関が、企業のリスクテイクや人材確
保を後押しすべく、将来の収益性や成長力をしっ

かりと評価したうえで適切に資金を供給すれば、
県内の生産資源の最適な配分に寄与すると考えら
れる。同様の観点から、行政が経済政策を策定す
る際には、各種の生産資源がよりニーズの高い企
業や産業に重点的に活用されるような工夫を講じ
ることが期待される。

― 以 上 ―
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図表26 県内企業の県外進出状況

図表25 県外企業の県内進出状況
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本稿の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合は、予め当店までご相談ください。転載・

複製を行う場合は、出所を明記してください。
照会先：日本銀行高知支店総務課（TEL：088-822-0004）
本稿は、インターネット（http://www3.boj.or.jp/kochi/）からもご覧いただけます。



個人所得課税関係

１ NISA（少額投資非課税）制度《見直し・
延長》

⑴ 「つみたてNISA」の最長積立期間（20年間）
は令和5（2023）年まで確保されます（年間40
万円まで非課税、最大800万円積み立て可能。）。
また、投資期限が５年間延長されて令和24
（2042）年までとなります。
⑵ 「一般NISA」は令和６年から、１階で積立
投資を行っている場合に、２階で別枠の非課税
投資を可能とする２階建ての制度に見直されま
す。（現在の一般 NISA の年間投資額の上限は
120万円、投資期限は令和５年末まで。令和６年
開始の新NISA の年間投資額の上限は122万円、
投資期限は令和10年末までとなっています。）

【イメージ図】
＝長期運用・２階建て低リスク投資＝

● NISAは老後に備えた資産形成を後押し、つみたて重視へ

(出所)金融庁「令和２年度 税制改正について」などにより作成

⑶ 「ジュニア NISA」（20歳未満の者が対象）
の投資期限は延長されず、令和５年末で終了と
なります。

２ 未婚のひとり親に対する税制上の措置
及び寡婦(夫)控除《見直し》

①未婚のひとり親に寡婦(夫)控除が適用されます。
②寡婦(夫)控除について
◦寡婦に寡夫と同等の所得制限〔所得500万円（年
収678万円）〕が設けられます。
◦住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の
記載のある者は対象外とされます。
◦子ありの寡夫の控除は子ありの寡婦と同額にな
ります。（現在所得税：27万円→35万円、現在
個人住民税：26万円→30万円）
適用時期：令和２年分以降の所得税に適用されま

す。併せて所要の措置が講じられます
（上記①で給与所得者は、令和２年分
の年末調整で適用できます。）

【イメージ図】 ＝ひとり親への支援＝
●未婚のひとり親も「寡婦（夫）控除制度」の対象に加わる

(出所)各種出典資料より作成

３ 低未利用地の活用促進《創設》
所有期間が５年超で、建物等を含め譲渡価額が
500万円以下等一定の要件を満たす低未利用土地
等を譲渡した場合の譲渡所得に100万円の特別控
除が適用されます。

税務コーナー
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『令和２年度税制改正』の概要
大峰武揚税理士事務所
税理士 大峰 武揚



適用時期：土地基本法等の一部を改正する法律
（仮称）の施行日又は令和２年７月１
日のいずれか遅い日から令和４年12月
31日までの間に譲渡されたものとなっ
ています。

４ エンジェル税制（ベンチャー企業へ投資
した場合の株式の税金優遇措置）《見直し》

【見直しの概要】
① エンジェル税制の充実➡都道府県に代わって

エンジェル税制対象企業の証明を行える者
に、経済産業省認定のクラウドファンディン
グ業者（インターネットで小口投資を募る事業
者のことを指します。）が追加されます。申請
手続きの軽減により投資の促進を図ります。

② 投資額を総所得金額から控除する優遇措置に
係る対象法人の拡大➡設立後３年以上５年未
満で一定の試験研究を行っているベンチャー
企業が追加されます。

適用時期：②は所要の措置等を講じた上となって
います。また、令和３年１月１日以後
は控除対象限度額を800万円（現行：
1000万円）に引き下げることになって
います。

【イメージ図】
＝エンジェル税制拡充のための後押し＝

５ 国外居住親族に係る扶養控除等《見直し》
国外で居住している親族に対する扶養控除につ
いて、留学生や障がい者、送金関係書類で38万円
以上の送金等が確認できる者を除いて、30歳以上
70歳未満の成人については扶養控除の対象にしな
いこととされます。
適用時期：令和５年分以後の所得税から適用され

ます。個人住民税も同様となります。

資産課税関係

○所有者不明土地等に対する固定資産税の
課題への対応について《措置》

１ 現に所有している者の申告の制度化
市町村長は、土地又は家屋の登記簿上の所有者
が死亡し、相続登記がされるまでの間において、
現に所有している者（相続人等）に対して、市町
村の条例で定めるところにより、氏名・住所等必
要な事項を申告させることができることとなりま
す。
適用時期：令和２年４月１日以後の条例の施行日

以後に現所有者であることを知った者
について適用されます。

２ 使用者を所有者とみなす制度の拡大
一定の調査を尽くしてもなお固定資産の所有者
が一人も明らかとならない場合、事前に使用者に
通知した上で、使用者を所有者とみなして固定資
産税課税台帳に登録して、固定資産税を課すこと
ができることとされます。
適用時期：令和３年度以後の年度分の固定資産課

税に適用されます。

そのほか資産課税関係では相続税・贈与税の納
税猶予制度の見直しなどが行われています。
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（出所）中小企業庁「中小企業・小規模事業者関係 税制改正に
ついて」などにより作成



法人課税関係

１ オープンイノベーションに係る措置
＝中小企業を含む＝《創設》

一定の大企業・中小企業（対象法人）が、令和
２年４月１日から令和４年３月31日までの間に特
定株式を取得し取得日を含む事業年度末まで保有
している場合に、取得価額の25％以下の金額を特
別勘定として経理したときは、経理した金額の合
計額が損金算入されます（その事業年度の所得金
額が上限）。
ただし、特定株式を５年間保有している場合を

除き、下記イメージ図の取崩し事由に該当する場
合は、設定した特別勘定を取り崩して益金算入す
ることになります。
《中小企業⇒対象法人に該当するものが、上記と
同様の期間に特定株式を取得した場合は、取得価

額25％の所得控除ができるとなっています。ま
た、上記同様に特定株式取得から５年間保有して
いる場合は益金算入から除かれます。》

２ 第５世代移動通信システム（５Ｇ）
（特定高度情報通信用認定等設備（以下「認
定等設備」という。）を取得した場合の特
別償却又は税額控除制度）《創設》

特定高度情報通信等システムの普及促進法（仮
称）の制定を前提に、5Ｇシステムの構築を進め
るための制度が創設されます。概要は、一定のシ
ステム導入を行うシステム導入事業者（仮称）に
該当する法人が、同法の施行日から令和４年３月
31日までの間に、「認定等設備」を取得等して国
内事業に供した場合等には、特別償却又は税額控
除ができます。

税務コーナー
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【イメージ図】 ＝ベンチャー企業への出資を後押し＝
●オープンイノベーション税制の概要（イメージ）

（出所）令和元年12月23日付 「週刊税務通信」（3586 号）より



３ 連結納税制度《見直し》
抜本的な見直しにより、企業グループ全体を一
つの納税単位としているものをグループ通算制度
（企業グループ内の各法人を納税単位とする。）へ
移行して、各法人が税額計算・申告等（損益通算
等）が行えるようになります。
適用時期：令和４年４月１日以後に開始する事業

年度から適用されます。また移行に関
して経過措置等が講じられます。

４ 交際費課税《見直し・延長》
（大法人・中小法人の）損金不算入制度の適用
期限が２年延長されます。また、大法人は接待飲
食費の損金算入特例対象法人から資本金100億円
超の法人が除外された上で、適用期限が２年延長
されます。
中小法人は、損金算入の適用期限が２年延長さ

れます。

５ 中小企業者等の少額減価償却資産の損
金算入特例《見直し・延長》

適用要件が次のとおり見直された上で適用期限
が２年延長されます。
【見直しの概要】
① 対象法人から連結法人が除かれます。
② 要件のうち常時使用する従業員数の要件が

500人以下（現行：1000人以下）に引き下げら
れます。

そのほか法人課税関係では、研究開発税制等の
税額控除制度の適用除外措置や給与等の引上げ・
設備投資を行った場合等の税額控除要件等の見直
し（いずれも大企業関係）が行われています。

消費課税関係

○法人税の消費税確定申告期限の延長《創設》
提出期限の延長の特例を受ける法人が、消費税
の確定申告書の提出期限を延長する旨の届出書を
提出した場合には申告期限が１か月延長されます。
適用時期：令和３年３月31日以後に終了する事業

年度末日に属する課税期間から適用さ
れます。併せて所要の措置が講じられ
ます。また、申告期限延長にかかる利
子税を併せて納付する必要があります。
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【イメージ図】 ＝次世代通信方式（５Ｇ）取得への優遇税制＝

（出所）令和元年12月23日付 「週刊税務通信」(3586 号)より

（原稿作成に当たって）
昨年12月12日政府与党が令和２年度税制改正大綱
を決定し、その後12月20日に閣議決定がなされま
した。改正内容はそれらの時点の資料に基づいて
項目を絞って、ポイントを紹介していますのでご
了承ください。正式には今後の国会審議等にご留
意ください。
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 持 ち 直 し 12月の小売業販売額は前月比0.2％増。足元の状況は新車販売台
数は弱い動きとなっているものの、家電販売の週次データは底堅
さが増している。サービス消費はおおむね横ばい、外食は底堅い
動き。

設 備 投 資 緩 や か な 増 加 「日銀短観」（12月調査）によると、全産業の2019年度設備投資
計画は、増加が見込まれている。

住 宅 投 資 弱 含 み 持家の着工は、このところ弱含んでいる。貸家の着工は、緩やか
に減少している。分譲住宅の着工は、おおむね横ばいとなってい
る。

公 共 投 資 堅 調 12月の公共工事受注額は前月比11.7％減となったが、１月の公共
工事請負金額は同5.2％増となっている。

輸 出 弱 含 み アジア向けの輸出は弱含んでいる。アメリカ向けの輸出は減少し
ている。ＥＵ向けの輸出はこのところ緩やかに減少している。

輸 入 弱 含 み ※ アジア及びＥＵからの輸入は、このところ弱含んでいる。アメリ
カからの輸入は、おおむね横ばいとなっている。

生 産 活 動 引き続き弱含んでいる※ 電子部品・デバイスは持ち直している。生産用機械はおおむね横
ばいで、輸送機械はこのところ減少している。

企 業 収 益 弱 含 み 12月調査の「日銀短観」によると、2019年度下期の売上高は前年
比0.9％減、経常利益も同10.3％減が見込まれる。

業 況 判 断 製造業を中心に引き
続き慎重さが増す

12月調査の「日銀短観」によると、「最近」の業況は、「全規模全
産業」では低下した。

雇 用 情 勢 改 善 雇用者数はこのところ緩やかに増加している。有効求人倍率はこ
のところ横ばい圏内で推移している。

物 価 上昇テンポが鈍化 消費者物価のうち、生鮮食品及びエネルギーを除く総合は、この
ところ上昇テンポが鈍化している。

企 業 倒 産 増 加 ※ 12月は704件で負債総額は1,568億円、１月は773件で負債総額は
1,247億円となった。

景気は、輸出が弱含むなかで、製造業を中心に弱さが一段
と増した状態が続いているものの、緩やかに回復している。

上記の※は、前回掲載時から判断の変更があった箇所。
◆輸入：「おおむね横ばい」 → 「弱含み」（上方修正）
◆生産活動：「一段と弱含んでいる」 → 「引き続き弱含んでいる」（表現変更）
◆倒産：「おおむね横ばい」 → 「増加」（下方修正）
資料：内閣府「月例経済報告（2020年２月）」より当研究所作成
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概要（2019年12月分）

持ち直しの動きに足踏み感がみられる

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 持 ち 直 し 12月の小売業販売額は、休日２日減と暖冬の影響により前年比2.0％
減と３か月連続減となった。もっとも、休日要因を除去した季節調整
値の前月比でみると持ち直し基調が継続しており、暖冬による気候要
因とみられる。12月の乗用車・軽乗用車の新規登録・届出台数は前年
比11.4％減と３か月連続減となった。

設 備 投 資 増 加 四国地域設備投資計画調査（全産業）によると、2019年度は前年比
10.6％増と３か年度連続増となっている。

住 宅 投 資 弱 含 み 12月の新設住宅着工数は、前年比8.8％増と反転した。もっとも、年
累計では引き続き弱含みで推移している。

公 共 投 資 増 加 の 動 き 12月の公共投資請負金額は、前年比14.3％減となったが、年度累計で
みると、増加の動きが継続している。

生 産 活 動 弱 い 動 き 12月の鉱工業生産指数（季節調整値）は91.2、前月比5.7％減となった。
３か月後方移動平均値も下向いており、弱い動きの推移となっている。

雇 用 情 勢 改 善 12月の有効求人倍率（季節調整値）は1.56倍と、引き締まり傾向で推
移している。

貸 出 残 高 増 加 12月の国内銀行貸出残高は前年比3.8％増と増加基調で推移している。

企 業 倒 産 低 水 準 12月の企業倒産件数は15件（前年同月より２件増）、企業負債総額は
20億円（前年比73.3％減）となった。倒産件数は過去10年の12月単月
の比較で５番目、負債総額は８番目の少なさであり、落ち着いた動き
となっている。
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2019年12月の概況

◆ 高知県の経済は緩やかに持ち直している。
◆ 個人消費は、小売業販売額に消費税引き上げに伴う駆け込み需要の反動や気候要因の影響
がみられるが、基調としては持ち直している。設備投資と公共投資は増加している。他方
で、住宅投資は増加の動きに一服がみられ、観光施設入込客数も横ばい圏内で推移してい
る。雇用は引き締まり傾向で推移している。金融機関貸出残高は、増勢に鈍化がみられ
る。企業倒産件数は落ち着いている。

◆ 今後３か月程度の見通しについては、個人消費は基調としては持ち直しで推移するものと
みられる。生産活動は、米中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症の影響で、今後も減速
感が強まるおそれがある。また観光施設入込客数も、施設のリニューアルオープン効果の
はく離に加え、上述の感染症の影響が懸念される。

緩やかに持ち直している

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 持 ち 直 し 12月の小売業販売額は、休日２日減と暖冬の影響により前年比1.0％
減となった。業態別では店舗増のドラックストア（同4.0％増）と
キャッシュレス決済ポイント還元の恩恵を受けたコンビニ（同0.1％
増）が前年対比増で推移した。ただ、休日要因を除去した季節調整値
の前月比でみると持ち直し基調が継続しており、全体としては暖冬に
よる気候要因とみられる。12月の乗用車・軽乗用車の登録・届出台数
は前年比1.1％減と３か月連続減となった。

設 備 投 資 増 加 四国地域設備投資計画調査（全産業）によると、2019年度は前年比
13.9％増と、再び増加に転じた。

住 宅 投 資 増加の動きが一服 12月の新設住宅着工戸数は、前年比2.7％減となった。年累計でも横
ばい推移で、増加の動きが一服している。

公 共 投 資 緩やかに増加 12月の公共投資請負金額は、国や県などの受注額が減少し前年比
40.0％減となった。もっとも、年累計では増加基調が続いている。

生 産 活 動 減 速 11月の鉱工業生産指数（季節調整値）は97.0、前月比3.6％増となった。
ただ３か月後方移動平均値をみると、減速感が現れている。

観 光 横 ば い 12月の観光施設入込客数は、前年同月の「13府県復興周遊割キャン
ペーン（2018年８月～2019年１月）」と幕末維新博第二幕（2018年４
月～2019年１月）の駆け込みを受け、前年比24.7％減と５か月連続減
となった。ただ年累計の推移をみると、横ばい圏内の動きとなってい
る。

概要（2019年12月分）
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

雇 用 情 勢 改 善 12月の有効求人倍率（季節調整値）は1.26倍、新規求人倍率（同）も
2.24倍と、引き締まり傾向で推移している。

貸 出 残 高 増 加 12月の金融機関貸出残高は前年比0.6％増と増勢が続くものの、製造
業の資金ニーズ減少などで鈍化がみられる。

企 業 倒 産 低 水 準 12月の企業倒産件数は４件（前年同月より１件減）、負債総額は347百
万円（前年比92.7％減）となった。1989年以降の単月としては、件数・
負債総額ともに10番目に少なく、落ち着いた動きとなっている。
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概要（2019年12月分）

緩やかに持ち直している

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 持 ち 直 し 12月の小売業販売額は、休日２日減と暖冬の影響により、前年比1.3％
減となった。もっとも、休日要因を除去した季節調整値の前月比でみ
ると持ち直し基調が継続しており、暖冬による気候要因とみられる。
12月の乗用車・軽乗用車の新規登録・届出台数は、前年比13.3％減と
３か月連続減となった。

設 備 投 資 増 加 四国地域設備投資計画調査（全産業）によると、2019年度は前年比
17.2％増と、２か年度連続増となっている。

住 宅 投 資 弱 め 12月の新設住宅着工数は、持家と分譲が全体を押し上げ前年比4.5％
増となった。もっとも、年累計でみると、弱めの動きが継続している。

公 共 投 資 増 加 12月の公共投資請負金額は、国や県からの受注額が増加し前年比
15.0％増と、３か月連続増となった。

生 産 活 動 弱 含 み 11月の鉱工業生産指数（季節調整値）は93.0、前月比5.0％減となった。
ただ、３か月後方移動平均値で見ると底這いしており、弱含みの動き
が継続している。

雇 用 情 勢 改 善 12月の有効求人倍率（季節調整値）は1.42倍と、引き締まり傾向で推
移している。

貸 出 残 高 増 加 11月の金融機関貸出残高は前年比3.7％増と堅調に推移している。

企 業 倒 産 低 水 準 12月の企業倒産件数は５件（前年同月より１件増）、企業負債総額は
878億円（同10.7倍）となった。2009年11月から122か月連続で一桁台
の倒産件数が継続し、落ち着いた動きとなっている。
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百貨店・スーパー販売状況 （単位：億円、％）

（資料）四国経済産業局注）Xは個別データ秘匿のため公表できない箇所。

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2007年 25,122 94.0 28,601 92.6 37,762 92.8 43,443 92.9 134,928 93.0 4,400,221 94.8
08年 24,034 95.7 26,928 94.2 35,937 95.2 41,939 96.5 128,838 95.5 4,227,094 96.1
09年 24,781 103.1 27,670 102.8 36,633 101.9 41,624 99.2 130,708 101.5 3,923,714 92.8
10年 27,352 110.4 29,598 107.0 39,217 107.1 44,250 106.3 140,417 107.4 4,212,201 107.4
11年 21,153 77.3 23,296 78.7 31,229 79.6 35,104 79.3 110,782 78.9 3,542,770 83.7
12年 28,851 136.4 30,936 132.8 42,169 135.0 47,094 134.2 149,050 134.5 4,572,313 129.7
13年 27,925 96.8 28,847 93.2 40,672 96.4 45,299 96.2 145,248 97.4 4,562,184 99.8
14年 29,564 102.5 30,621 99.0 44,081 104.5 50,639 107.5 152,205 104.8 4,669,463 103.0
15年 25,794 87.2 26,206 85.6 37,515 85.1 41,713 82.4 131,228 86.2 4,215,798 90.3
16年 23,930 92.8 25,578 97.6 36,111 96.3 41,610 99.8 127,409 97.1 4,146,404 98.4
17年 25,878 108.1 26,777 104.7 38,502 106.6 44,474 106.9 135,631 106.5 4,386,314 105.8
18年 25,434 98.3 26,889 100.4 38,663 100.4 45,444 102.2 136,430 100.6 4,391,089 100.1

18年11月 1,896 107.2 2,160 113.3 3,022 110.1 3,581 108.3 10,659 109.6 357,305 107.4
12 1,795 96.1 1,957 100.1 2,955 100.2 3,387 103.5 10,094 100.5 319,667 96.8

19年 1月 2,124 103.5 2,277 103.3 3,230 107.0 3,686 100.2 11,317 103.3 342,472 100.9
2 2,512 100.5 2,623 101.2 4,016 104.3 4,129 97.8 13,280 100.9 401,370 99.9
3 3,053 93.8 3,315 95.0 4,771 98.9 5,378 95.8 16,517 96.1 532,496 94.7
4 1,927 98.9 2,192 104.9 2,898 105.0 3,376 103.9 10,393 103.5 314,939 103.3
5 1,974 110.5 2,127 114.9 2,882 106.8 3,496 113.2 10,479 111.2 327,414 106.4
6 2,134 106.0 2,248 107.5 3,163 98.8 3,744 101.7 11,289 102.7 366,971 97.8
7 2,180 108.1 2,440 114.3 3,223 98.5 3,888 103.3 11,731 104.9 379,409 102.9
8 1,855 106.2 2,000 111.2 2,804 108.0 3,373 104.1 10,032 106.9 317,175 104.9
9 2,856 114.5 3,057 123.1 4,275 123.8 4,956 115.8 15,144 119.1 458,850 113.6
10 1,508 78.1 1,501 73.7 2,235 74.3 2,659 72.6 7,903 74.3 259,915 74.9
11 1,677 88.4 1,835 85.0 2,644 87.5 3,143 87.8 9,299 87.2 315,730 88.4
12 1,776 98.9 1,697 86.7 2,499 84.6 2,969 87.7 8,941 88.6 284,271 88.9

乗用車新車登録・届出台数(軽乗用車含む) （単位：台、％）

（資料）四国経済産業局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
既存店 既存店 既存店 既存店 既存店 既存店

2007年 793.9 101.2 98.4 769.5 100.3 98.4 1,724.2 100.3 96.1 2,196.5 99.6 97.8 5,484.1 100.2 97.4 211,988 100.3 99.0
08年 780.1 98.3 97.9 723.7 94.0 96.4 1,701.3 98.7 94.5 2,165.1 98.6 95.2 5,370.2 97.9 95.5 209,511 98.8 97.5
09年 740.7 95.0 95.0 663.6 91.7 97.5 1,663.9 97.8 92.1 2,033.2 93.9 93.0 5,101.5 95.0 93.6 197,758 94.4 93.0
10年 721.4 97.4 96.5 643.1 96.9 96.1 1,605.6 96.5 95.8 2,003.3 97.8 94.7 4,973.5 97.2 95.5 195,791 97.9 97.4
11年 721.8 101.1 99.2 646.9 100.6 X 1,579.5 98.4 97.3 2,041.9 101.3 99.4 4,990.1 100.1 98.6 195,933 99.1 98.2
12年 731.9 101.4 X 674.9 104.3 X 1,549.6 98.1 98.0 2,046.3 100.2 99.8 5,002.7 100.3 98.8 195,916 100.0 99.2
13年 729.5 99.7 99.7 683.9 101.3 101.1 1,605.9 98.6 99.3 2,062.1 99.5 97.7 5,081.3 99.5 98.9 197,774 100.6 99.6
14年 723.6 99.2 99.2 727.5 106.4 99.2 1,607.9 95.8 101.7 2,108.1 101.1 98.1 5,167.1 99.8 99.5 201,946 101.7 100.9
15年 719.6 99.5 99.5 747.9 102.8 100.1 1,553.5 99.6 101.0 2,095.7 100.0 99.5 5,116.3 100.2 100.0 200,487 101.3 100.4
16年 715.2 99.4 99.4 747.3 99.9 97.1 1,524.5 101.0 100.3 2,100.8 100.7 99.1 5,088.0 100.5 99.2 195,948 99.6 99.1
17年 705.8 98.7 98.7 781.5 104.6 97.2 1,502.4 98.5 98.8 2,086.9 99.3 99.5 5,076.6 99.8 98.8 196,030 100.0 100.0
18年 707.9 100.3 99.0 811.3 103.8 98.7 1,515.0 100.8 98.2 2,070.7 99.2 99.9 5,104.9 100.6 99.1 195,992 100.0 99.5

18年11月 57.2 101.1 99.0 69.6 103.7 97.0 124.7 100.0 97.1 170.3 97.7 98.4 421.8 99.8 97.9 16,423 98.3 97.8
12 77.9 98.7 96.8 84.9 103.3 98.4 160.1 99.9 96.2 220.7 97.9 98.7 543.6 99.4 97.6 20,825 99.5 99.0

19年 1月 59.4 98.8 96.8 68.6 100.3 95.6 125.8 98.6 94.8 174.1 97.2 97.6 427.9 98.3 96.3 16,322 97.0 96.7
2 50.7 98.2 95.9 59.5 102.5 97.9 110.3 100.3 96.1 144.8 98.4 98.5 365.2 99.6 97.3 14,345 98.5 98.2
3 58.6 99.7 97.5 68.5 103.4 98.8 125.7 102.1 99.0 172.8 100.8 100.3 425.5 101.5 99.3 16,552 101.0 100.6
4 54.9 100.4 98.2 64.7 101.3 97.5 119.2 99.2 97.7 161.9 98.9 98.5 400.7 99.6 98.0 15,351 98.6 98.2
5 56.5 99.2 99.2 66.8 103.2 99.1 125.2 101.2 99.0 166.9 101.4 99.9 415.4 101.3 99.4 15,632 99.8 99.5
6 55.9 99.6 99.6 67.4 102.7 99.0 124.2 102.7 100.5 170.5 104.0 101.5 417.9 102.8 100.5 15,977 99.7 99.5
7 57.4 93.7 93.7 66.9 96.2 94.1 128.8 95.6 93.5 175.7 95.0 92.8 428.7 95.2 93.3 16,242 95.5 95.2
8 59.2 99.4 99.4 70.1 102.2 99.2 130.4 102.3 99.9 172.6 100.4 96.9 432.3 101.1 98.5 15,897 100.9 100.4
9 58.6 107.1 107.1 69.6 108.1 105.8 132.6 112.4 109.9 177.6 112.5 108.9 438.4 111.0 108.4 16,717 110.4 110.0
10 53.0 89.9 89.9 64.6 95.5 89.3 115.4 92.4 90.2 159.4 91.0 88.9 392.4 92.0 89.5 14,577 91.9 91.8
11 56.9 99.5 97.6 69.6 100.1 95.7 123.8 99.2 97.8 166.8 97.9 96.8 417.1 98.9 97.0 16,108 98.0 98.2
12 76.4 98.0 96.7 84.6 99.6 95.0 155.8 97.3 96.8 213.5 96.7 95.5 530.2 97.5 96.0 20,195 97.0 97.0
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高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2007年 3,803 85.3 4,447 85.5 6,764 89.8 9,581 83.7 25,271 88.2 1,060,741 82.2
08年 4,284 112.6 4,068 91.5 7,647 113.1 10,441 109.0 26,440 104.6 1,968,144 185.5
09年 2,860 66.8 3,773 92.7 5,871 76.8 6,800 65.1 19,304 73.0 788,410 72.1
10年 2,680 93.7 3,822 101.3 5,450 92.8 6,517 95.8 18,469 95.7 813,126 103.1
11年 2,807 104.7 3,375 88.3 5,510 101.1 7,262 111.4 18,954 102.6 834,117 102.6
12年 2,761 98.4 3,616 107.1 4,976 90.3 7,535 103.8 18,888 99.7 882,797 105.8
13年 3,612 130.8 4,516 124.9 7,217 145.0 8,613 114.3 23,958 126.8 980,025 111.0
14年 2,706 98.0 4,023 111.3 5,899 118.5 6,937 92.1 19,565 81.7 892,261 91.0
15年 2,734 101.0 3,802 94.5 6,412 108.7 6,817 98.3 19,765 101.0 909,302 102.0
16年 3,098 113.3 4,506 118.5 6,898 107.6 7,278 106.8 21,780 110.2 967,705 106.4
17年 3,326 107.4 4,859 107.8 7,063 102.4 7,696 105.7 22,944 105.3 964,641 99.7
18年 3,288 98.9 4,335 89.2 5,913 83.7 7,178 93.3 20,714 90.3 942,370 97.7

18年11月 283 104.4 385 101.0 780 133.8 672 101.7 2,120 111.8 84,213 99.4
12 305 111.3 311 62.7 363 74.2 596 88.4 1,575 81.5 78,364 102.1

19年 1月 204 87.9 257 78.6 368 85.2 542 114.6 1,371 93.6 67,087 101.1
2 229 176.2 332 108.5 520 140.2 649 113.5 1,730 125.5 71,966 104.2
3 249 106.4 448 123.8 660 112.8 726 138.3 2,083 122.1 76,558 110.0
4 217 97.3 443 165.9 440 101.4 649 119.3 1,749 119.1 79,389 94.3
5 257 101.2 430 118.8 325 93.7 702 100.3 1,714 103.1 72,581 91.3
6 308 85.1 342 85.3 677 137.9 715 100.3 2,042 103.8 81,541 100.3
7 353 97.5 322 85.9 462 98.3 591 107.5 1,728 98.3 79,232 95.9
8 273 103.8 242 57.9 398 87.3 670 144.4 1,583 98.9 76,034 92.9
9 382 143.1 329 82.7 530 85.1 540 76.1 1,781 89.1 77,915 95.1
10 239 64.1 325 76.8 403 71.8 689 104.6 1,656 82.1 77,123 92.6
11 311 109.9 326 84.7 528 67.7 553 82.3 1,718 81.0 73,523 87.3
12 288 94.4 326 104.8 369 101.7 730 122.5 1,713 108.8 72,174 92.1

新設住宅着工戸数 （単位：戸、％）

（資料）四国経済産業局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2007年 112,023 93.4 121,202 80.1 70,142 91.7 146,514 89.2 4,499 87.9 119,268 98.7
08年 107,563 96.0 99,038 81.7 75,551 107.7 126,319 86.2 4,085 90.8 115,901 97.2
09年 143,805 133.7 113,997 115.1 80,016 105.9 147,648 116.9 4,855 118.8 127,121 109.7
10年 127,609 88.7 105,539 92.6 82,114 102.6 135,186 91.6 4,505 92.8 113,626 89.4
11年 115,665 90.6 107,315 101.7 79,909 97.3 125,597 92.9 4,285 95.1 109,755 96.6
12年 131,847 114.0 119,723 111.6 98,111 122.8 140,285 111.7 4,900 114.3 125,423 114.3
13年 152,659 115.8 139,184 116.3 101,092 103.0 162,638 115.9 5,556 129.7 141,492 128.9
14年 152,652 100.0 129,687 93.2 99,849 98.8 155,401 95.6 5,376 96.8 147,942 104.6
15年 150,377 98.5 120,025 92.5 104,308 104.5 166,209 107.0 5,408 100.6 139,365 94.2
16年 159,429 106.0 121,547 101.3 113,963 109.3 153,254 92.2 5,482 101.4 142,743 102.4
17年 152,972 95.9 117,801 96.9 120,870 106.1 136,465 89.0 5,281 96.3 143,691 100.7
18年 156,516 102.3 128,363 109.0 94,111 77.9 136,998 100.4 5,160 97.7 139,209 96.9

18年11月 8,984 89.0 7,393 114.5 6,433 109.6 11,115 123.5 339 108.0 8,189 94.9
12 16,482 205.2 9,535 146.8 2,849 44.4 12,960 165.6 418 145.4 8,340 104.6

19年 1月 6,852 85.4 3,826 45.5 4,860 179.6 8,084 143.2 236 95.3 5,853 95.9
2 16,454 91.8 5,753 72.3 3,047 79.7 13,218 168.0 385 102.4 7,390 120.4
3 15,166 89.4 6,359 49.1 14,435 120.3 26,004 153.3 620 105.3 13,165 103.7
4 16,009 99.3 17,857 115.7 10,989 94.1 14,867 128.0 597 108.9 22,329 102.5
5 17,453 260.6 8,221 129.7 4,554 39.2 14,495 140.2 447 127.9 14,204 110.5
6 15,205 119.9 11,951 130.0 10,607 130.8 15,759 132.1 535 127.7 14,479 101.0
7 21,810 177.5 10,780 97.9 12,913 116.9 18,035 175.3 635 142.4 16,091 128.5
8 14,198 112.1 15,844 111.0 6,309 80.5 14,410 116.7 508 107.7 11,493 102.2
9 16,473 135.4 14,695 97.7 9,540 97.9 20,451 142.9 612 119.3 12,751 104.6
10 18,057 116.2 13,508 124.5 9,324 148.5 20,280 174.7 612 138.1 13,480 105.1
11 15,024 167.2 7,512 101.6 7,636 118.7 13,396 120.5 436 128.4 9,110 111.2
12 9,896 60.0 10,964 115.0 3,673 128.9 11,314 87.3 358 85.7 8,038 96.4

公共工事保証請負高 ４県（単位：百万円、％） 四国、全国（単位：億円、％）

（資料）西日本建設業保証㈱、四国経済産業局
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高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
2007年 87 25,552 54.7 69 27,357 101.0 92 22,836 78.3 132 138,384 470.4 380 2,141 161.7 14,091 57,279 104.1
08年 78 19,954 78.1 73 14,648 53.5 116 36,387 159.3 144 44,884 32.4 411 1,159 54.1 15,646 122,920 214.6
09年 77 20,362 101.8 60 15,242 104.1 144 205,782 565.5 130 53,060 118.3 411 2,944 254.0 15,480 69,301 56.4
10年 50 7,243 35.6 56 9,582 62.9 75 20,541 1.0 132 29,977 56.5 313 673 22.8 13,321 71,608 103.3
11年 52 9,228 127.4 46 7,811 81.5 77 19,875 96.8 90 28,380 94.7 265 652 96.8 12,734 35,929 50.2
12年 50 6,337 68.7 61 11,648 149.1 70 16,481 82.9 92 28,578 100.7 273 630 96.6 12,124 38,346 106.7
13年 50 10,781 170.1 33 6,683 57.4 50 9,272 56.3 59 12,378 43.3 192 391 62.0 10,855 27,823 72.6
14年 45 6,788 107.1 42 4,797 41.2 45 9,909 60.1 67 28,738 100.6 199 502 71.6 9,731 18,741 67.4
15年 36 8,432 124.2 45 11,109 231.6 51 7,203 72.7 48 9,732 33.9 180 364 72.5 8,812 21,124 112.7
16年 31 4,920 58.3 32 4,972 44.8 40 6,729 93.4 43 16,247 167 146 329 90.3 8,446 20,063 95.0
17年 29 5,565 113.1 34 5,789 116.4 36 6,346 94.3 40 11,449 70.5 139 291 88.6 8,405 31,676 157.9
18年 38 9,986 179.4 33 4,491 77.6 49 13,075 206.0 44 8,266 72.2 164 358 122.9 8,235 14,854 46.9

18年11月 3 65 122.6 2 70 16.3 4 180 62.9 4 447 745.0 13 8 91.8 718 1,213 83.3
12 5 4,778 1,228.3 4 82 12.6 1 150 41.7 3 2,588 111.6 13 76 204.2 622 818 20.6

19年 1月 0 0 - 5 559 87.9 3 168 10.3 4 219 331.8 12 9 20.6 666 1,684 161.1
2 2 150 14.3 3 1,046 2,988.6 4 510 30.2 3 120 75.0 12 18 62.3 589 1,955 217.3
3 6 474 102.6 3 1,023 58.5 9 1,725 86.2 4 586 188.4 22 38 84.2 662 971 73.2
4 2 157 1,570.0 8 1,215 815.4 2 209 10.0 6 2,852 1,426.0 18 44 180.3 645 1,069 112.0
5 1 260 2,600.0 4 123 71.1 5 538 112.6 3 643 86.3 13 16 111.2 695 1,075 102.9
6 2 227 141.9 2 341 524.6 9 1,005 303.6 7 1,496 127.5 20 31 177.5 734 870 39.6
7 4 246 130.9 1 27 10.6 7 2,429 76.1 4 271 64.5 16 30 73.3 802 934 82.9
8 4 316 187.0 2 70 70.0 1 150 154.6 2 1,163 449.0 9 17 271.8 678 871 71.9
9 3 182 123.0 5 535 3,566.7 4 294 104.6 3 346 20.8 15 14 64.3 702 1,130 61.3
10 3 238 34.5 2 130 11.2 10 829 87.5 4 204 88.3 19 14 46.3 780 886 75.3
11 7 545 838.5 3 455 650.0 5 1,873 1,040.6 6 1,553 347.4 21 44 580.8 728 1,241 102.3
12 4 347 7.3 5 878 1,070.7 4 744 496.0 2 58 2.2 15 20 26.7 704 1,569 191.8

企業倒産 ４県（単位：百万円、％） 四国、全国（単位：億円、％）

（資料）東京商工リサーチ、四国経済産業局
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2020年１月～２月中旬の国内・海外ニュ－スを当社が
まとめたものです。経済日誌（国内・海外）

米・イラン 瀬戸際の衝突回避
米国が１月３日にイスラム革命防衛隊のソレイ
マニ司令官を殺害したことへの報復として、８日
未明、イランはイラクの米軍駐留基地にミサイル
攻撃をした。これに対しトランプ米大統領は８
日、軍事的な報復ではなく経済制裁で対応する方
針を表明した。イランの攻撃が限定的で、人的被
害も出なかったことで、報復の連鎖が全面衝突に
つながる最悪の事態は、いったん回避された。

(１月10日)
2019年訪日客最多 3,188万人
７年連続更新 韓国激減 伸び鈍化
１月10日、赤羽国交相は、2019年に日本を訪れ
た外国人旅行者は推計3,188万人で、７年連続で
過去最多を更新したことを明らかにした。ただ、
日韓関係の悪化に伴う韓国人客の激減が響き、前
年比では2.2％の微増。対前年伸び率が１桁にと
どまるのは２年連続で、鈍化傾向が鮮明になって
いる。

(１月11日)
伊方原発 再び差し止め
活断層・火山灰 危険想定「不十分」
四国電力伊方原発３号機の運転差し止めを山口
県の住民が求めた仮処分申し立てで、広島高裁は
１月17日、運転してはならないとする決定を出し
た。森一岳裁判長は、原発付近に活断層がないと
した四電の調査は不十分で、阿蘇山の大規模噴火
時の想定も過小評価だと判断。
仮処分はただちに法的拘束力を持つため、今後

の司法手続きで覆らない限り、３号機は現在行っ
ている定期点検を終えても運転出来ない。

(１月18日)
ＷＨＯ 新型コロナウイルスで緊急事
態宣言
世界保健機関（ＷＨＯ）は１月30日、新型コロ
ナウイルスによる肺炎を「国際的に懸念される公
衆衛生上の緊急事態」と宣言した。31日現在、感
染が確認された国や地域は24、感染者数は9,836
人に上っている。

(２月１日)

英国、ＥＵを離脱
加盟国初の減 欧州統合転換点
英国は１月31日午後11時、欧州連合（ＥＵ）か
ら離脱した。第２次大戦後に始まった欧州統合
は、初の加盟国離脱という歴史的な転機を迎え
た。
ＥＵは2018年の域内総生産（ＧＤＰ）が18兆
7,400億㌦と米国に次ぐ世界第２位の経済規模を
持つが、欧州第２位の大国である英国の離脱で国
際的な影響力をそがれる恐れもある。

(２月１日)
日本製鉄 大リストラ
呉を閉鎖 和歌山１基休止
鉄鋼国内最大手の日本製鉄は２月７日、２基の
高炉がある呉製鉄所（広島県呉市）を2023年９月
末までに閉鎖、和歌山製鉄所の高炉２基のうち１
基を2022年９月末までに休止することを柱とする
大規模な生産設備の合理化策を発表した。鉄鋼需
要の低迷や設備の老朽化を踏まえ、全国各地の製
造拠点で過剰な生産能力の削減に踏み切る。高炉
から製品の加工・出荷までを一貫して担う国内の
製鉄所が閉鎖されるのは極めて異例。

(２月８日)
新型肺炎 国内流行不可避
厚労相認識 院内感染も
政府は２月15日、新型コロナウイルスによる肺
炎（ＣＯＶＩＤ19）の国内流行に備え、これまで
の水際対策重視から転換し、検査や治療ができる
医療機関を拡充するなど重症者を減らすための対
策を加速する方針を決めた。和歌山県では国内初
の院内感染が起きたことも分かった。
新型ウイルスの感染者が国内で初めて確認され
てから15日で１か月。感染者が報告された地域は
11都道府県に広がり、人数は40人に達した。ク
ルーズ船の感染者や政府チャーター機で帰国した
邦人を含めると計338人となった。

(２月16日)
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